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の 氏 名 ガス不動産株式会社

取締役 穴水 孝
(法 人 にあつては名
及 び 代 表 者 の 氏 名 )

事 業 者 番 可A0 6 4. 5

地球温暖化対策報告書 (その1)

1事業者の氏名等

2報告する事業所等の全体の状況 (2019年度の状況)

3報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

合計二酸化炭素排出量 9,570 t

4評価の対象とする事業所

評 価 対 象 事 業 所 □ 義務提出事業所 ■ 全事業所

5評価対象事業所における直近5か年度の状況

平均合計二酸

'F 
出 量 削

化 炭

雲| -13.09
減

%

平均合計原単位改善率
|

1.81 %

6再生可能エネルギー 用

再生可能エネル ギー

利 用 事 業 所 数
01 事業所

再生可能エネルギー

利 用 事 業 所 率
01 %

7

条例第 8条 の 23
報 告 事 業

項
数
第
所

31 事業所
原油換算エネルギ
使 用 量 の 合 票

|

4,841 kl

条例第 8条 の 23第 2項
報 告 事 業 所 数

10 事業所
原油換算エネルギ
使 用 量 の 合 慕

|

105 kl

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

合計二酸化炭素υF出
旱|

5,849,00 5,827.00 5,56100 6,28700 剛可 t

合 計 延 床 面 積
|

83,556.44 83,556.44 83,556.44 99,49244 卵 Ml m

合 計 原 単 位
|

7000058 69.73729 66.55381 63.19073 65058481  kg一 C02/1だ

の
価
策
評
対
る
ヒ醐
嚇

球
組
地
取 優良 ランク

(日 本産業規格A列 4番 )



8実績年度の目標達成の状況

9提出年度の地球温暖化対策の目標

10地球温暖化対策のレベル

重 点 対 策 の レ ベ ル
|

2

11事業者としての取組

12特記事項

の
況度叫

年
成績騨

実

目
□ 目標達成した。

目 標 の 有 無 □ 有 ■ 征

合 計 二酸化炭 素排 出量削減 率 %

合 計 原 単 位 改 善 率 %

再生可能エネルギー導入事業所率
0/O

そ の 他 特記事項に内容を記載

取組方針

当社は「東京ガスグループは、かけがえのない自然を大切に資源・エネルギーの環境
に調和した利用により地球と地球の環境保全を積極的に推進し社会の持続的発展に

貢献するJという環境理念のもと、循環型社会の形成に向けて、効率的・効果的な環境
マネジメント活動を展開し、事業活動における資源・エネルギーの使用原単位を継続

的に低減するとともに、廃棄物等の発生抑制・再使用・再資源化とグリーン購入を積極

的に推進し、環境負荷を総合的に低減させる。

組織体制の

整備の状況

重点対策 その他対策

封策番号 対策名 対策番号 対策名

A104

A108

取組状況の点検体制の構築

組織横断的な推進体制の整備

A101

A102

A103

地球温暖化対策の方針等の設定

温暖化対策推進担当の配置

具体的な取組日標と内容の設定

JF出状況の整理・分析・提供

全従業員に温暖化対策情報の提供

推進担当者の知識向上・内部還元

A107

Alll

Al13

日本産業規格A列 4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 GINZA gCUBE

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0'1

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 0 4 0 0 6.1 区 市 町 村 名 中央区

-9-15町 名 番 地

以    下

事業所等の延床 面積 5,333.00 2
m
争 栗 F)「 等 の 実 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

■ 商業施設 (飲食)

□ その他

日 本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

61 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ イヽル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値

の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

2019年 4月 1日 付資産譲渡により報告封象

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

3 の

※ 1 び の び に 下 に 出 は 、

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258)
0

4571kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
鰺

M5ト

水道友び工業用水と百の便用並び 水道への才夕F水に

伴ってりF出される二酸化炭素の量⑬ =⑭ )

0

9ト

総 計 (④=②+③ )
④ 謎4ト

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の便用に伴いつF出される二峻化反系の処床向頼 当た

りの量 (⑤三② X 1000/事業所等の延床面積)

うヽノ 樋40卜併c鋭/評

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑤

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
り,出
係数
③

排出量
※1

(t)

⑪=① X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 127,045.5 45.00 5,717.0 0.014 285.1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36,70 0,0 0.019 0.0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 1,206,583.0 9,97 12,029.6 0.489 590.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22H寺～翠 用8Hキ ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (ナ 夜ヽ問不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9,76 0.0 0.489 0.0

第5条の17第 3項の場合のみな 0,0klVh 9,76 0.0 0.489 0.0

合 計
=

/ ∪ 17,746.7 イ 875.1

/水道及び工業用水道 □
3
m 13,435.0 0.251 3.4

/

て

の

仙 公共下水道 □
3
m 13,282.0 イ 0.439 5,8

合 計
=

/
=

イ 9,2

日本産 4番



4

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の目標

6特記事

その他対策重点対策

対策名紺策番号 対策名 対策番号

A401

A406

テナント|こエネルギー使用量提供

使用量に応じた料金体系等の採用
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

B102

B105

B106

B107

過去のデータによる傾向の把握

主要設備の使用状況の把握

関連他者からの情報を力日えて把握

エネルギー使用量の前年度比較
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C127

C217

C101

Cl17

空室・不在時等のこまめな消灯

便座ヒーター等温度の季節別設定

看板照明点灯時間の季節別管理

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D102

D104

D108

セントラル空調のフィアレター清掃

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

E122

E133

E135

E139

給湯の温水配管の保温の実施

エレベータのインバータ制御

進相コンデンサ等による力率改善

節水器具の採用

E103

E109

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ I有 ■ 征目 標 の 有 無

ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削減 率 (前年度,D I%

2

lkg~C02/m C02排出量 (総量)C02排出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日 本産業規格A列4番 )



その2

1

地球温暖化対策報告書 (その2)

の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素りF出量 (2019年度の状況 )

事 業 所 等 の 名 称 呉服橋ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0  01 0 2

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 1 01 3 0   0   2 8 区 市 町 村 名 中央区

人重洲11-2-16町 名 番

以

27,499.00 2
m事業所等の延床 面積
争 莱 Fナr等 の 笑 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1. 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当
再 生 HJ能 エ ネル 千 ―
の  利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 環境価値

□
の不可用

証書

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

2019年 4月 1日 付資産譲渡により報告封象 (事業所等の旧名称「TGビル本館。別館」)

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258) 1,257 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
にZノ

2,436 t

水道及び工業用水道の使用 下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

⑨

19 t

総 計 (④=②+③ )
④

2,455 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

9

88.5 kg~C02/m2

3

※ 1 工 の 下び に に 1ま、

⑩=(⑥/1,000)X③とする。
※2①=(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)×③とする。

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の醐
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)X⑦

熱量

(GJ)
つF出
係数
◎

υF出量
本1

(t)

⑩=①×③×44/12

都市ガス □ Nm3 414,185,1 45,00 18,638.3 0.014 929,4

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0,0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) 回 kヽVh 0.0 9,97 0.0 0.489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (221手～翌 ‖3時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (九工夜岡不明の場合を含む。) □ kWh 3,082,246.0 9.76 30,082.7 0.489 1,507.2

1 3 kWh 0.0
くlι

9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 / ∪ 48,721.1 イ 2,436.6

/水道及び工業用水道 □
3
m 28,871.0 0.251 7.2

て

の

榊 /公共下水道 □
3
m 28,871.0 イ 0.439 12.7

/合 計
=

イ 19.9

日 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の目標

6特記事項

その他紺策重点対策

封策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

運 用 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備保守対策

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

目 標 の 有 無 □ 有 ■ 征

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削減率 (前年度ナヒl I%

C02排出量 梃 床面積当たり) lkg~C02/m
2 C02つ F出量(総量)

その他 特記事項に内容を記載

(日 本産業規格A列4番 )



の 2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

3 の

※ 1 の びに公 下 へ の イこ 出

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 TG墨田ヒ
ヾ
ル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 3

事 業 所 等 の 所 在 地

田区1 3 1

下

T 0  0i 4 6 区 市 町 村 名

島14710町 名 番

以

2,507.42 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満事業所等の延床 面積
争 莱 F)「 等 の 実 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
□ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他)報 告 範 囲

報告範囲の主たる用途
所務

場

事

工

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他

日 本 標 準 産 莱 分 類
にお け る細 分 類 番 号

1619 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 鰐

卿
イ巨

用

Fヨ 生 可 能 エネル ギー

の 利  用  状  況

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258)
∪ 皓4卜

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(29

3ゞト
水這及び工業用水道の便用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③三⑬)

13υ

5ト

総 計 (④=②+③ )
(4υ 罷3ト

二峻化灰素

排出原単位
燃料等の便用に伴いつF出される二酸化反素の廷床向頼 当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

(b, 姥a8卜cり評

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位
使用量

⑥

係 数

⑦ ①=ぐ③/1000)X⑦

熱量
(GJ)

りF出
係数
③

排出量
※1

(t)

⑩=③×③X44/12

都市ガス □ Nm3 60,348.3 45,00 2,715.7 0.014 135.4

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9,97 0.0 0,489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 □夜‖J(22'キ ～き

】日8時 ) kVげ h 0.0 9。 28 0.0 0.489 0,0
電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kVΥh 374,386.0 9.76 3,654.0 0.489 183.1

17第3項の場合のみな 0.0kWh 9。 76 0.0 0,489 0.0

合 計
=

/ 6,369.7 イ 318.5

/水道及び工業用水道 □
3
m 7,807.0 0.251 2,0そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 7,807.0 / イ 0.439 3.4

/合 計
= =

イ 5。 4

日 4番



その他対策重点対策

封策番号 対策名 対策番号 対策名

A401

A402

テナント|こエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

B101B103 時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握 B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

運 用 対 策

D108

D105

D101

D103

ランプ等の定期的な清掃。交換

中央熱源機器等の定期′点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守。点検

設備保守対策

E103

E109

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

E101

E122

E137

E139

高効率照明ランプの採用 (屋内)

給湯の温水配管の保温の実施

高効率変圧器への更新・台数集約

進相コンデンサ等による力率改善

省

エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地 の目標

6特記事項

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかつた紺策)
E102蛍光灯の電子安定器採用(屋内)
E106高効率照明ランプの採用(屋外)
E108高効率照明器具の採用(屋外)
El12空調用高効率冷凍機の採用
El19潜熱回収型給湯器の導入
E125高輝度誘導灯の導入

□ 有 ■ 釘
ヽ

目 標 の 有 無

Iラ
ンク C02削減率 (前年度,D I%

ベンチマーク区分

卜g C02/m2 C02つ F出量(総量)C02つ F出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日 本産業規格A列4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 TG多摩東ビル

事 業 所 番 号 A1016 4-5 0 0 0 4

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 8: 4 0 0 1 3 区 市 町 村 名 小金井市

町 名 番
以

原 5-6-9

事業所等の延床面積 2,316.00 2
m
争 莱 FりT等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■

□

事務所

工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分 類 番 号

6   9   1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
由・生可言ヒエイヽルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 口Fttによる媒境イ面イ直の禾u用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二 炭 出量 201 の

の内

※ 1 及 び の びに公共下

3

とこ ヒ イま、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑩ =(⑫/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0250
ll)

111 1kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮)
⑫

2141t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのつF水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

⑨

1
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④三②+③ )
り

215ト

二腰化灰素
|サF出原単位

92.4
0

2
n

lkg~C02/
燃料等の便用に伴い排出される三援化反素の廷床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

二酸化炭素俳出量

燃料等の種別 締
の鰤
単位

③

使用量

⑦

係 数

③=(⑥/1000)X⑦

熱量

(GJ)
ワF出

係数
◎

υF出量
本1

(t)

⑩=③×⑨ X44/12

都市ガス □ Nm3 34,614.9 45,00 1,557.7 0.014 77.7

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

□その他0 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 229,771.0 9.97 2,290.8 0.489 112.4一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～V日 8Hキ ) □ kヽVh 49,203.0 9,28 456.6 0.489 24.1

電

気

その他の買電 (F、夜問不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9,76 0.0 0,489 0,0

合 計
=

イ 4,305.1 イ 214.1

/水道及び工業用水道 □ m3 2,649,0 0.251 0.7

/

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 2,649,0 イ 0.439 1.2

合 計 イ イ 1.8

日本産業規格A列4番 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

A401

A402

テナント1こエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

B103

B106

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

B101

B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C101

C109

Clll

Cl17

C801

C812

運 用 対 策

C105

C811

昼休み時の消灯の実施

自動販売機の休日・夜間照明停止

C816

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

空室・不在時等の空調停止

予熱・予冷時の外気導入の停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

共用都照明のフロアごとの管理

自動販売機の不要時の停止

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

D101

D103

D102

D104

D108D105

ランプ等の定期的な清掃。交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

E102

E125

E105

E108

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

高輝度誘導灯の導入

照明用人感センサの採用

高効率照明器具の採用 (屋外 )

E103

E109

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ I有 ■ 41目 標 の 有 無

ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削減率 (前年度,D I%

社rC02/m2 C02排出量 (総量)C02つ F出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかつた対策)
El19潜熱回収型ガス給湯器等の導入
E126窓 際照明の連続調光制御
E139進相コンデンサ等による力率改善
E122給 湯の温水配管の保温の実施

【2019年度に実施した節電対策項目】
①照明
・専用部、共用部照明器具の一部消灯
②その他
・暖房便座、エアタオルの使用禁止
・コピー機、複合機の利用台数制限
・冷水機、製氷機の利用中止
・不使用時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く
。OA機器の省エネモード設定

(日 本産業規格A列4番 )



その2

事 業 所 等 の 名 称 TG大森アハ
°
―卜(組合事務所棟)

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 50 1 0

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 14  3 01 0 5 区 市 町 村 名 大田区

大森西5-11-1町 名 番
以

事業所等の延床 面積 1,288.98 2
m
争 栗 F)1等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

6.911 1日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入

に

用謹
卿
回

よる環境価値

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

1

地球温暖化対策報告書 (その2)

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

の

の

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

3

1 |ま出にへ の

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258) 63 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

123 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つてつF出される二酸化炭素の量 (⑥=⑭ )

9

0 t

総 計 (④=②キ③)
り

123 t

二酸化庚素
排出原単位

燃料等の使用に伴いυF出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

、5,

95.4 kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(G」 )
りF出
係数
③

排出量
Xl

(t)

⑩=① X③×44/12

都市ガス □ Nm3 32,221.5 45.00 1,450.0 0.014 72.3

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 69,754.0 9.97 695.4 0.489 34.1一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (221子～翌 ‖8時 ) □ kWh 35,897.0 9.28 333.1 0.489 17.6

電

気

その他の買電 (ナト夜聞不明の場合を含む。) □ kWh 0,0 9,76 0.0 0。 489 0.0

1 の kVVh 0.0 9.76 0.0 0,489 0.0

合 計 2,478.5∪ |イ 124.0

水道及び工業用水道 □ n13 /1,359.0 0.251 0.3
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 1,359,0 / イ 0.439 0.6

合 計 才 /
=

イ 0.9

日 A列4番 )



4

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提 の地球温暖イ の日標

6 事項

その他対策重点対策

対策名 封策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整 備

B101

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

Cl15

C813

C105

C123

昼休み時の消灯の実施

温湿度の適正管理

事務用機器を業務終了時に停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

C106

C120

C129

C801

C101

C109

C810

C808

空室・不在時等のこまめな消灯

冷暖房温度を都の推奨値へ変更

空室・不在時等の空調停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

季節に応じた温度設定の見直し

共用都照明のフロアごとの管理

温湿度の適正管理

便座ヒーター等温度の季節別設定

運 用 対 策

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃。点検

D102

D104

D108

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

D103

D105

E105

E101

E102

E104

高効率照明ランプの採用 (屋内)

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

照明点灯範囲の細分化

照明用人感センサの採用

E109

El14

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ ■ 征
小目 標 の 有 無 有

ランク C02削 減 率 (前年度比) I%
ベンチマーク区分

kg~C02/m2 C02排出量 (総量)C02つ F出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入紺策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E122給湯の温水配管の保温の実施

【2019年度節電対策項目】
・共用部照明器具減灯 ・入居テナント1こて共用部照明フロア毎の管理
・フロアごとの温度の把握・設定 ・共用都フロア毎の空調管理

(日 本産業規格A列 4番 )



2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排 量 (201 の 況

の

※ 1 の び

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜問不明の場合を含む。)の係数)× 1,000①=(⑫/1,000)×⑨とする。

3

工 下

事 業 所 等 の 名 称 TG本郷 ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 5 0 0 0 6

事 業 所 等 の 所 在 地

下

01   3 01 2 3 区 市 町 村 名 文京区T 1

向丘2-3-6町 名 番
以

3,102.00 2
m事業所等の延床 面積 ■ 1年度分  □ 1年未満
エ ル ギ ー

の

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 範   囲と ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
所務

場

事

工

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

標 準 産 業 分 類
ける細 分 類 番 号

本
お
日
に

6 9 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 謹

卿
による環境価値
用

容

点帥更
報
変
の
の

度年

ら

工削
か

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0250 71
叩

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮) 137
∪

t

水這及び工業用水道の便用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

0
2 t

酸化炭素
排  出 量

総 計 (④=②+③ ) 139
0

t

二酸化炭素
排出原単位

44.1
、う,燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の
脚
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)×⑦

熱量

(GJ)
υF出

係数
③

排 出量
入1

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 23,489.7 45.00 1,057.0 0.014 52.7

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 140,687.0 9.97 1,402.6 0.489 68.8一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜間(22時～翌日8時 ) □ kWh 32,993,0 9,28 306.2 0.489 16.1

電

気

その他の買電 (昼夜問不ll月の場合を含む。) □ kWVh 0.0 9.76 0.0 0。 489 0.0

kWVh175 みな 0.0 9.76 0,0 0。 489 0.0

合 計
=

/ 2,765。 9 イ 137.6

/水道及び工業用水道 □
3
m 2,965,0 0.251 0.7て

の

仙 公共下水道 □
3
m 2,965.0 / イ 0.439 1.3

合 計
=
/
=

イ 2.0

(日本産業規格A列



4

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の ヒ の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名紺策番号 対策名

テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401

A402

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

A404

B101

B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

B103

B106

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C104

C109

Cl17

C101

C801

C816

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

採光を利用した消灯の実施

空室・不在時等の空調停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

共用都照明のフロアごとの管理

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施

D102

D104

D108

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守。点検

D101

D103

D105

ランプ等の定期的な清掃。交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検
設備保守対策

E125

E130

E122

E139

高輝度誘導灯の導入

全熱交換器の導入

給湯の温水配管の保温の実施

進相コンデンサ等による力率改善

E103

E109

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ 有 ■ 征目 標 の 有 無

C02削減率 (前年度,い I%ベンチマーク区分 ランク

C02つ F出量 (延床面積当たり) kg~C02/m2 C02排出量鯰量)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入姑策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)

【2019年度に実施した節電紺策項目】
105照明用人感センサの採用

・専用部、共用部照明器具の一部消灯
の他

01高効率照明ランプの採用 (屋内)
19潜熱回収型ガス給湯器等の導入
02蛍光灯へ電子安定器採用(屋内)

・暖房便座、エアタオルの使用停止
・給茶機、自動販売機の停止
・コピー機、複合機の利用台数制限
・OA機器の省エネモード設定

(日 本 業規格A列 4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 TG杉並ヒ
ヾ
ル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 7

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 7 0+ 0 3 3 区 市 町 村 名 杉並区

清水1-26-8町 名 番 地
以   下

事業所等の延床 面積 3,664.00 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満

エ ギ ー

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■

□

事務所

工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日 本 標 準 産 莱 分 類
に お け る細 分 類 番 号

6 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギー

の 利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証 吾 環境価値

の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (201 度の

3 の

※ 1 工 の び に 下 へ の イこ 出

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(① /電気のその他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258)
① 血卜

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(2ッ Ю5ト

水這及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのりF水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③三⑬)

に3,

1
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ )
④

D6ト

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の便用に伴いりF出される二暖化反素の廷■床向積 当た

りの量 (⑥=②×1000/事業所等の延床面積)

にうl 麗卜rCり〆

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 儒
の脚
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(G」 )
ワF出
係数
◎

排 出量
本1

(t)

⑩=③×③×44/12

都市ガス □ Nm3 39,691.8 45.00 1,786.1 0.014 89.1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0,0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 177,623.0 9.97 1,770.9 0.489 86.9一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22H寺～翌日8時 ) □ kWh 39,341.0 9.28 865,1 0,489 19.2

電

気

その他の貿電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9,76 0,0 0.489 0.0

0.0kWhの17第3項の場合のみなしイ直
2 9,76 0.0 0.489 0.0

合 計
=

/ 3,922.1 イ 195.2

/水道及び工業用水道 □
3
m 1,964.0 0.251 0.5そ

の
仙 公共下水道 □

3
m 1,964,0 / イ 0.439 0.9

合 計
=

/ イ 1.4

日本産 A列4番



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の目標

6特記事項

その他対策重点対策

対策番号 対策名 封策番号 対策名

A401

A402

テナント1こエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

B101

B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B108

B106

C105

Clll

C101

C102

C104

C109

昼休み時の消灯の実施

Cl17

C801

C816

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

採光を利用した消灯の実施

空室・不在時等の空調停止

予熱・予冷時の外気導入の停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

共用都照明のフロアごとの管理

ポンプ。ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

D101

D103

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィアレターの清掃・点検

D102

D104

D108

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

E102

E125

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

高輝度誘導灯の導入

照明用人感センサの採用

進相コンデンサ等による力率改善

E103

E109

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

E105

E139

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

回 有 ■ 征目 標 の 有 無

Iラ
ンク C02削減率 (前年度,ヒ ) I%

ベンチマーク区分

卜g C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量梃床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入姑策についての実施項目(セルに記入しきれなかった紺策)
01高効率照明ランプの採用 (屋内)
26窓際照明の連続調光制御
35エレベーターのインバータ制御
22給湯の温水配管の保温の実施
E133節水器具の採用
■運用対策についての実施項目(セルに入力しきれなかった対策)
C103日 本工業規格に準じた照度の設定
C802階段照明の管理手法の検討・実施
【2019年度に実施した節電対策項目】
明

専用部、共用部照明器具の一部消灯
の他

・暖房便座、エアタオルの使用停止
・電気ポットの利用制限
・不使用時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く
。OA機器の省エネモード設定

(日本産業規格A列4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 TG江戸川ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 8

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 31 4 0   0 1!3 区 市 町 村 名 江戸川区

町 名 番
以

戸)|16-18-4

事業所等の延床 面積 2,186.00 2
m

の
■ 1年度分  □ 1

エ ル ギ ー

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 黛物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 91111 連鎖化事業区分 □ 直営店  ロ カロ盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エネル ギー

の 利  用  状  況
再生可言Eエネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二 ヒ炭 量 (2019年度

3

※ 1 の の びに公共 イま、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬ =(⑫/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①二⑭×0.0258) 103
(l,

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 200
⑫

t

水道及び工莱用水道の便用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑭ )

13)

1 し

二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ ) 201
∪

t

二酸化炭素
排出原単位

91.4
⑤燃料等の便用に伴い排出される三峻化辰素の廷床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位

③

使用量 係数

⑦ ⑥=(⑥/1000)× ⑦

熱量
(G」 )

りF出
係数
⑨

υF出量
本1

(t)

⑩=③×◎X44/12

都市ガス □ Nm3 31,394.0 45.00 1,412.7 0.014 70.4

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0,0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kヽVh 211,610.0 9,97 2,109.8 0.489 103.5一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌 日8Π寺) □ kWh 53,489,0 9。 28 496.4 0.489 26.2

電

気

その他の買電 (昼夜問不l月の場合を含む。) □ klVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※2

k予Vh 0.0 9。 76 0.0 0.489 0,0

合 計
=

/ 4,018.9 イ 200.1

/び 工 水
の

公 共

□
3
m 2,847.0 0.251 0.7

/□
3
m 2,847.0 イ 0,439 1.2

合 計 / イ 2.0

(日



の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の ヒ の目標

6特記事項

その他対策重点対策

対策名 紺策番号 対策名対策番号

A401

A402

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

B101

B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

の
握
等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B103

B106

C105

C813

C811

昼休み時の消灯の実施

自動販売機の休日・夜間照明停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

C102

C107

C109

Cl17

C801

C101

Clll

C816

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スインチに点灯範囲を表示

空調機スインチに空調範囲を表示

空室・不在時等の空調停止

予熱・予冷時の外気導入の停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

共用部照明のフロアごとの管理

ポンプ。ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用H寺の停止

運 用 対 策

D102ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

D104

D108

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

D101

D103

D105

E102

E139

E105

El19

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

照明用人感センサの採用

潜熱回収型ガス給腸器等の導入

進相コンデンサ等による力率改善

E103

E109

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ ■ 征目 標 の 有 無 有

%ランク C02削減率 (前年度ナヒ)ベンチマーク区分

t
2kg~C02/m C02排出量 (総量)C02排出量梃床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択 )

その他

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかつた対策)
C812自 動販売機の不要時の停止
■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかつた対策)
101

126

130

122

高効率照明ランプの採用 (屋内)
窓際照明の連続調光制御
全熱交換器の導入 (個別)

給湯の温水配管の保温の実施
9年度に実施した節電対策項目】
明
【201

・専用部照明器具の一部消灯

・暖房便座、エアタオルの使用停止
・電気ポットの利用中止
・コピー機、複合機の利用台数制限
・冷水機、製氷機の利用中止
・OA機器の省エネモード設定

(日 本産業規格A列4番



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2 油 ―使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

3 の内

※ 1 及 用 |ま

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2①三(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とするc

事 業 所 等 の 名 称 TG深川体育館

A 0 61 4 5事 業 所 番 号 0 0 0 9

事 業 所 等 の 所 在 地

T 区1 31 5 0. 0 0 1 3 区 市 町 村 名

ヤエ2-15-10町 名 番

以

事業所等の延床 面積 1,645.14 2
m
事 業 F)T等 の 冥 頼 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ )F該当日本 供 準 戸生 莱 分 数
にお ける細 分 類 番 号
再 生 可 能 エネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
υ

30 kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②こ⑮)
②

59 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )

9
0 t

二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ )
υ

59 t

二腰化反素
排出原単位

35.8
9燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の廷戸木面積 当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の
脚
単位

⑥

使用量

⑦

係数

①=(⑥ /1000)× ⑦

熱量

(GJ)
りF出

係数
③

排出量
ス1

(t)

⑩=③×③X44/12

都市ガス □ Nm3 11,653.0 45,00 524.4 0.014 26.1

その他 (LPG) □ kg 0,0 50,80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 () □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖I(22rキ ～翌 118H寺 ) □ kVVh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (九干夜問不明の場合を含む。) □ kVVh 69,192.0 9.76 675.3 0.489 33.8

規則第5条の1 の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0 0,489 0.0

合 計 / 1,199.7 イ 60.0

/水道及び工業用水道 □
3
m 642.0 0.251 0,2

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 642.0 / イ 0.439 0.3

合 計 / イ 0.4

(日 本



4地 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提 の地球温暖化 目標

6 事項

重点対策 その他対策

対策名 姑策番号 対策名紺策番号

組 織 体 制 の整 備

B106 B101

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

過去のデータによる傾向の把握

C101

C104

Cl13

C109

C120

C801

C810

C803

C804

中間期における外気冷房の実施 空室・不在時等のこまめな消灯

採光を利用した消灯の実施

空室・不在時等の空調停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

共用都照明のフロアごとの管理

フロア共用部の温度の把握・設定

共用部のフロアごとの空調の管理

便座ヒーター等温度の季節別設定

運 用 対 策

D104

D108

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101

E102

E122

高効率照明ランプの採用 (屋内)

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

給湯の温水配管の保温の実施

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□目 標 の 有 無 有 ■ I無

Iラ
ンク C02削減率 (前年度レリ I%

ベンチマーク区分

卜g~C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量 梃 床面積当たり)目標値等 (選択)

その他 特記事項に内容を記載

・換気ファンの一部停止

エレベーター停止

【2019年度節電紺策項目】
明

・アリーナ内LED照明機器の採用
・未使用室の消灯
・利用者及び支配人による空調、照明の管理

(日本産業規格A列 4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 TG滝野)|1第一ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0   1

事 業 所 等 の 所 在 地

ヒ区1 1

下

T 4 0   0 区 市 町 村 名3

滝野川5-42町 名 番
以

8,392.92 2
m事業所等の延床 面積
争 莱 防 等 の 笑 績 写 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
所務

場

事

工

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

標 準 産 業 分 類
ける細 分 類 番 号

本
お
日
に

1619111
1  1  +

連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 HJ能 エ ィヽ ル ギ ー
の  利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 境価値

□
証書
の不可用

容

点帥
更
報
変
の
の

度年
ら
ユ削
か

1 所等の概要

の

地球温暖化対策報告書 (その2)

工 の びに公 下

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (201 の

3

1 に

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積 X事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含むc)の係数)× 1,000⑬ =(⑫ /1,000)×③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258) 299
υ

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②こ⑮) 573
(`)

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

(3,

9 t
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ ) 582
(4)

t

二酸化炭素
排出原単位

68.2
⑨燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た

りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(G」 )
りF出

係数
③

排 出量
本1

(t)

⑩=①×③×44/12

都市ガス □ Nm3 112,061.4 45.00 5,042.8 0.014 251.5

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kVVh 657,804.0 9,97 6,558.3 0,489 321.7一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22‖キ～翌 ‖8時 ) □ kWVh 0,0 9.28 0.0 0。 489 0.0

電

気

その他の買電 (Fヽ夜間不明の場合を合む。) □ kヤVh 0.0 9,76 0.0 0.489 0.0

17 k予Vh 0.0
Ψ 9,76 0.0 0,489 0.0

合 計 / ∪ 11,601.1 イ 573.1

/水道及び工業用水道 □ m3 13,630.0 0.251 3.4
て

の

仙 公共下水道 □ m3 13,810.0 / 0.439 6.1

合 計
=

/ イ 9.5

中

日本産 A列 4番 )



の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の 目

6特記事項

その他対策重点対策

対策名対策番号 対策名 対策番号

A401

A402

A405

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供

ビル全体の推進体制の整備
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

B103

B106

B107

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

主要設備の使用状況の把握

B101

B102

B105

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C107

C109

C124

C801

C816

C806

C101

C102

Clll

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

空調機スイッチに空調範囲を表示

空室・不在時等の空調停止

予熱・予冷時の外気導入の停止

冷凍機等の出入口温度把握と調整

共用部照明のフロアごとの管理

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

C105

Cl13

C123

C811

C813

昼休み時の消灯の実施

中間期における外気冷房の実施

温湿度の適正管理

自動販売機の休日・夜間照明停止

外灯等の点灯時間の季節別管理運 用 対 策

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検

D101

D103

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

D102

D104

D108
設備保守対策

E101

E102

E108

E124

高効率照明ランプの採用 (屋内)

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

高効率照明器具の採用 (屋外 )

更新に合わせた高効率機器の採用

E103

E109

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ I有 ■ 4と目 標 の 有 無

I%ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削減率的年度ケヒ)

卜g C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量 lたこ床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)

E104照明点灯範囲の細分化、E105照明用人感センサの採用
E106高効率照明ランプの採用 (屋外)、 E139進相コンデンサ等による力率改善
E125高輝度誘導灯の導入、E126窓際照明の連続調光制御
E130全熱交換機の導入 (個別)、 Elllポンプ・ファンのインバータ制御
E135エレベーターインバータ制御、E122給湯の温水配管の保温の実施
119潜熱回収型ガス給湯器等の採用、E123トップランナー機器の採用
■運用姑策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
117便座ヒーター等温度の季節別設定、C802階段照明の管理手法の検討・実施
12自 動販売機の不要時の停止

【2019年度に実施した節電対策項目】

・温水便座の冬季以外の利用は停止
・電気ポットの保温は業務時間以外は停止
・ブラインドは昼は採光目的、夜間休日は遮熱目的として使用

(日 本産業規格A列4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 TG滝野川第ニビル

事 業 所 番 号 4 5A O1 6 0 0 1 1

事 業 所 等 の 所 在 地

1 4 2 3 区 市 町 村 名 】ヒ優こT 1

野)|15-42

01 0

町 名 番
以

6,510.00 2
m事業所等の延床 面積
争 莱 務 等 の 笑 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

標 準 産 業 分 類
ける細 分 類 番 号

本
お
日

に
16 911 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当

再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の利用

□

容

点帥更
報
変
の
の

度年
ら
学削
か

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素JF出量 (201 度の

3 の

※ 1 の び に 下 へ の イこ 出量は、

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①三(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258) 127
υ

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
υ

243 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのワF水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

9
1 t

二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ )
0

244 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の便用に伴いつF出される二峻化炭素の廷床直l頼当た
りの量 (⑥=②×1000/事業所等の延床面積)

37.3
9

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)X⑦

熱量

(GJ)
ワF出
係数
⑨

排 出量
本1

(t)

⑩=① X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 45,090.6 45,00 2,029.1 0.014 101.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0,0 36.70 0.0 0.019 0,0

その他 O □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 291,404.0 9,97 2,905,3 0.489 142.5一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜い,(22時 ～翌 H8時 ) □ kWh 0.0 9。 28 0,0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (ナト夜冊〕不明の場合を含む。) □ kWVh 0,0 9,76 0.0 0,489 0,0

1 な 0,0kWh 9,76 0.0 0.489 0.0

合 計 / 4,984,4 イ 243.7

/水道及び工業用水道 □
3
m 2,209.0 0。 251 0.6て

の

柿 公共下水道 □
3
m 2,891.0 / イ 0.489 1.3

/合 計
=

イ 1.8

日本産 4番 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の 対策の目標

6

その他対策重点対策

封策番号 対策名対策番号 対策名

テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401

A402

A405

テナント1こエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供

ビル全体の推進体制の整備
組 織 体 制 の整 備

A404

B101

B102

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

B103

B106

B107

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

主要設備の使用状況の把握 B105

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C107

C109

C124

C816

C806

C101

C102

Clll

C801

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

空調機スイッチに空調範囲を表示

空室・不在時等の空調停止

予熱・予冷時の外気導入の停止

冷凍機等の出入口温度把握と調整

共用都照明のフロアごとの管理

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

C105

Cl13

C123

C813

昼休み時の消灯の実施

中間期における外気冷房の実施

温湿度の適正管理

外灯等の点灯時間の季節別管理

D102

D104

D108

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

D101

D103

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィアレターの清掃・点検

E101

E105

E139

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

E124

高効率照明ランプの採用 (屋内)

照明用人感センサの採用

進相コンデンサ等による力率改善

更新に合わせた高効率機器の採用

E103

E109

El14

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■□ 有 空[目 標 の 有 無

C02削減率 (前年度,0 I%ベンチマーク区分 Iラ
ンク

C02つ檸出量 (延床面積当たり) 卜g C02/m2 C02排出量 (総量)

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった姑策 )
E102蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)、 E104照 明点灯範囲の細分化
E106高効率照明ランプの採用 (屋外)、 E108高効率照明器具の採用 (屋外)
11ポンプ・ファンのインバータ制御、E125高輝度誘導灯の導入
給湯の温水配管の保温の実施、El19潜熱回収型ガス給湯器等の採用
トップランナー機器の採用、E135エレベーターのインパータ制御

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかつた封策 )
117便座ヒーター等の季節別設定、C802階段照明の管理手法の検討・実施

・温水便座の冬季以外の使用は停止
・電気ポットの保温は業務時間外は停止
・ブラインドは昼は採光目的、夜間休日は遮熱目的として使用

【2019年度に実施した節電紺策項目】

(日 本産 規格A列4番 )



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2 ギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

3 量 の

※ 1 の

`ま⑩=(⑥/1,000)X⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積X事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫三(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 TG目 黒ビル

A 0 6 4 5事 業 所 番 号 0 0 2

事 業 所 等 の 所 在 地

T 31   5 01 0  6 区 市 町 村 名 目黒区

目黒3-1-3町 名 番
以

事業所等の延床 面積 5,967.00 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満事 業 ナ町力 等 の 冥 煩 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

6 9 1 1 連鎖化事業区分
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

□ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エネル ギー
の  利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値

の不1用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00259 122
υ

kI

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 237
9

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③三④)

9
2 t

素

量

二酸
t'F

化炭
出

総 計 (④=②+③ ) 239
υ

t

39.7
9二酸化炭素

排出原単位

燃料等の使用に伴いつF出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑥=②×1000/事業所等の延床面積)

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の
脚
単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(GJ)

⑥=(⑥/1000)× ⑦

りF出

係数
③

排出量
入1

(t)

⑩=①×③×44/12

都市ガス □ Nm3 38,960,1 45,00 1,753.2 0.014 87.4

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kVVh 229,911.0 9,97 2,292.2 0.489 112.4一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気 夜‖〕(22時～V「 18時 ) □ kヽハ/h 76,761.0 9。 28 712.3 0.489 37.5
電

気

その他の買電 (昼夜問不りJの場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0,0 0,489 0.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※Z

kヽハ/h 0.0 9,76 0.0 0.489 0.0

合 計 / 4,757.8 イ 237.4

/水道及び工業用水道 □
3
m 3,507.0 イ 0.251 0。 9

/

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 3,507.0 イ 0.439 1.5

合 計 / イ イ 2.4∪

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

A401

A405

A402

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供

ビル全体の推進体制の整備
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

B101B103

B106

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握 B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比車炎

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

空調機スイッチに空調範囲を表示

空室・不在時等の空調停止

予熱・予冷時の外気導入の停止

共用部照明のフロアごとの管理

階段照明の管理手法の検討・実施

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

C105

C811

昼休み時の消灯の実施

自動販売機の休日・夜間照明停止

C101

C102

C107

C109

C816

C806

Clll

C801

C802

D101

D103

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

D102

D104

D108

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

E126

E130

E139

E124

窓際照明の連続調光制御

全熱交換器の導入

進相コンデンサ等による力率改善

更新に合わせた高効率機器の採用

E103

E109

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■ I無目 標 の 有 無I□ I有

Iラ
ンク C02削減率 (前年度り I%

2

lkg~C02/m C02排出量 (総量)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

他

出量 (延床面積当たり)

―ク区分

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用 (屋内)、 E102蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)
E125高輝度誘導等の導入、E105照 明用人感センサの採用
E135エレベーターのインバータ制御、E122給湯の温水配管の保温の実施
■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった封策)
103日 本工業規格に準じた照度の設定、Cl14事務用機器を省エネモードに設定
117便座ヒーター等温度の季節別設定、C812自 動販売機の不要時の停止

・共用部照明器具の一部消灯

【2019年度に実施した節電紺策項目】
明

・暖房便座、エアタオルの使用停止
・OA機器の省エネモード設定

(日本産業規格A列 4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 TG赤羽ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4  5 0 0 3

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 11 5 0 01 4 4 区 市 町 村 名 ヒ区

町 名 番 地
以    下 赤羽南1-10-3

事業所等の延床 面積 1,916.19 2
m
争 莱 FりT等 の 笑 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報

止

範   囲 □ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ )F該当
再 生 可 謡 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況 □
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の不J用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (201 度の 況 )

3 の

※ 1 工 の 下 に 出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①こ⑭×00250 61 kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 119
り

t

水と百及び工莱用水道の便用並びに公共下水道への俳水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

9

0 t
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ ) 119
④

t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

62.1
9

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の朗
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③部③/1000)X⑦

熱量

(GJ)
つF出

係数
⑨

υF世里塾
本1

(t)

⑩=③×⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 3,778.7 45.00 170.0 0.014 8.5

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0.0 0,016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22Hキ～翌 118'寺 ) □ kヽAFh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜問不llナlの場合を含む。) □ k予Vh 227,083.0 9,76 2,216.3 0,489 111.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9,76 0.0 0。 489 0,0

合 計 / 2,386.4 イ 119.5

/水道及び工業用水道 □
3
m 304.0 0.251 0.1

て

の

他 公共下水道 □
3
m 304.0 / イ 0,439 0.1

合 計
=

/
=

イ 0.2

日 A列 4番 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地 の 目

6

その他対策重点対策

対策名対策番号 対策名 対策番号

A401

A402

テナント|こエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

B101

B105

B106 過去のデータによる傾向の把握 自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C101

C108

C105

Cl15

C813 C109

C801

空室・不在時等のこまめな消灯

温度計等による室温の把握と調整

空室・不在時等の空調停止

共用都照明のフロアごとの管理

運 用 対 策

昼休み時の消灯の実施

事務用機器を業務終了時に停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

D103

D105

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守。点検

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃。点検

D104

D108
設備保守対策

E122

E124

E101

E130

高効率照明ランプの採用 (屋内)

全熱交換器の導入

給湯の温水配管の保温の実施

更新に合わせた高効率機器の採用

E103

E109

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

目 標 の 有 無 □ 有 ■ 征

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ランク C02削減率的年度ケヒ) I%

C02つい出量 (延床面積当たり) kg~C02/m 2 C02排出量鯰量)

その他 特記事項に内容を記載

【2019度節電対策項目】
①照明
・共用部照明器具点滅管理
②空調
・未使用室の空調停止

(日本産業規格A列 4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 TG麻布 ビル

事 業 所 番 号 A 0 61 41 5 0   0 1 4

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 01o 5 4 区 市 町 村 名

町 名 番
以

南麻布2-5-19

事業所等の延床 面積 9,292.00 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満
エ 用

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日 本 標 準 産 業 分 類
に お ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  ロ カロ盟店  ■ 非該当
肖・生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

6特記事項
【追加項目(その他対策)】
設備導入対策 :E125、 E134

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

の

※ 1 の び に 下

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①三(都が指定する原単位×延床面積X事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜問不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

3

イこ

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258) 2061kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(2フ 仙ト

水道及び工莱用水道の便用並 下水道へのりF水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③三⑮)

⑨

3ト

総 計 (④二②+③ )
(`l) 蠅4ト

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の便用に伴いつF出される二酸イヒ反素の廷戸木向ネ貝
‐
当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

に5ノ 弼・FCり評

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ⑥=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
つF出
係数
⑨

排 出量
本1

(t)

⑩=③ X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 65,375,8 45,00 2,941.9 0.014 146.7

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0,016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 (軽油) □ L 0.0 37,70 0.0 0.019 0.0

燃
料
及
び
熟
その他 0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 355,866.0 9.97 3,548,0 0.489 174.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌 118時 ) □ kWh 164,273.0 9.28 1,524.5 0.489 80.3

電

気

その他の買電 (昼夜岡不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0,0 0,489 0.0

17 kWVh 0.0 9,76 0,0 0.489 0.0

合 計 / 8,014.3 イ 401.1

/水道及び工業用水道 □
3
m 5,386.0 0,251 1.3て

の

和 公共下水道 □
3
m 5,336.0 / イ 0.439 2.3

合 計
=

/
=

イ 3.7

言〒の イ市

中

日 A列 4番 )



の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の目標

6特記事項

その他対策重点対策

対策名 対策番号 対策名対策番号

A401

A402

A405

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供

ビル全体の推進体制の整備
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

B101

B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

の
握
等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B103

B106

C101

C102

０５
　
Ｈ

一

Ｃｌ

一
Ｃ８

一

C814

C813

昼休み時の消灯の実施

自動販売機の休 日・夜間照明停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

屋内駐車場換気の不要時間の停止

C103

C104

C801

C806

C107

C109

Cl17

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スインチに点灯範囲を表示

日本工業規格に準じた照度の設定

採光を利用した消灯の実施

空調機スイッチに空調範囲を表示

空室・不在時等の空調停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

共用部照明のフロアごとの管理

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

D104D101

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

換気フィルターの清掃・点検 D108

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守。点検
設備保守対策

E139

E105

E130

El19

照明用人感センサの採用

全熱交換器の導入

潜熱回収型ガス給湯器等の導入

進相コンデンサ等による力率改善

E103 高効率照明器具の採用 (屋内)

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ I有 ■ 征目 標 の 有 無

Iラ
ンク C02削減率 (前年度ケヒ) I%

ベンチマーク区分

卜g~C02/m2 C02つ卜出量(総量)C02つい出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■運用紺策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策 )
C120外灯等の点灯時間の季節別管理、C121屋内駐車場換気の不要時間の停止
C127看板照明点灯時間の季節別管理、C812自 動販売機の不要時の停止
■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
101高効率照明ランプの採用 (屋内)、 E102蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)
106高効率照明ランプの採用 (屋外 )、 E107蛍光灯へ電子安定器採用 (屋外 )
08高効率照明器具の採用 (屋外)、 E125高輝度誘導灯の導入
駐車場C02等濃度制御の導入、E135エレベーターのインバータ制御
給湯の温水配管の保温の実施、E137高効率変圧器への更新・台数集約

【2019年度に実施した節電対策項目】

・温水便座の冬季以外の使用は停止
。電気ポットの保温は業務時間外は停止
・ブラインドは昼間は採光目的、夜間休日は遮熱目的で使用

(日 本産業規格A列4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 上池袋配送センタービル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 5

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 | 7 0 010 1 1 2 区 市 町 村 名 豊島区

上池袋285町 名 番 地
以    下

事業所等の延床面積 523.37 2
m
争 莱 FりT等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

回 商業施設 (飲食)

■ その他
日 本 標 準 産 莱 分 類
に お け る細 分 類 番 号

61 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による凍

ナ兄
~価
値

の不1用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二 ヒ炭 量 2019

3 の

※ 1 の 用 下 |ま

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫三(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①二⑭×00250
ll)

241kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
り 守ト

水道及び工莱用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )
0

二酸化炭素
υF 出 量

総 計 (④=②+③ )
(4υ 守ト

二酸化炭素
排出原単位

⑨ 聞卜舒C鋭/評
燃料等の便用に伴い排出される三峻化庚素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の鰯
単位

⑥

使用量 係数

⑦ ①=(⑥/1000)× ⑦

熱量
(GJ) りF出

係数
⑨

排 出量
入1

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 2,882.6 45.00 129.7 0.014 6.5

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kヽVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜硝1(22時～』 H8H寺 ) □ kVげ h 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kヽVh 83,201.0 9.76 812.0 0.489 40.7

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※2

kヽVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

/合 計
=

941.8 イ 47.2

/水道及び工業用水道 □
3
m 318.0 0,251 0.1

/

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 318.0 イ 0.439 0.1

合 計 イ イ イ 0。 2

(日 本産



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地 の 目

6特

その他対策重ッ煮対策

対策名対策番号 対策名 対策番号

組 織 体 制 の整 備

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

B105

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

運 用 対 策

設備保守対策

E103

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ 有 ■ 征目 標 の 有 無

I%ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削減率師年度ケヒ)

2

lkg~C02/m C02排出量鯰量)C02排出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日 本産業規格A列4番



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業

2 油 エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量(2019年度の状況)

3 の

※ 1 の に に 出

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬三(⑫/1,000)×③とする。

事 業 所 等 の 名 称 南千住事務所

事 業 所 番 号 A 40   6 5 0 0 1 6

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 61 0 1 0 0 1 3 区 市 町 村 名 荒)|1区

千住319町 名 番
以

事業所等の延床 面積 328.06 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満― 使 用エ ル

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

ロ イ(夏合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

61911 1
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再生可能エネルギー
の 利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の利用

容
点帥更

報
変
の
の

度年

ら

一剛
か

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
∪

21 1kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(2) 狙ト

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (⑥=④ )

にJメ

0
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ ) 狙ト
二峻化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

∪ 乾・ 9卜併Cり評

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の朗
単位

◎

使用量 係数

⑦ ①=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ) υF出
係数
③

排出量
※l

(t)

⑩=③ X⑨ X44/12

都市ガス □ Nm3 7,877.3 45,00 354.5 0.014 17.7

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0,0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0,0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kヤVh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜間 (22H手～W日 8H寺 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWh 48,525,0 9.76 473.6 0.489 23.7

17 のみな kヤVh 0.0 9,76 0,0
、11, 0.489 0.0

/合 計
∪  828.1 41.4∪

水道及び工業用水道 □ m 1,378,0 / 0.251 0.3
そ

の

仙 公共下水道 □ m3 1,378.0 / 0.439 0.6

合 計 イ 1,0

日 4番



の

実績年度の日標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地 の 目

6特記

その他対策重点対策

対策名姑策番号 対策名 対策番号

組 織 体 制 の整 備

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102

B105の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

運 用 対 策

設備保守対策

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備 導入対策

□ 有 ■ 征目 標 の 有 無

I%ベンチマーク区分 Iラ
ンク   IC02削 減率的年度,ヒ )

lkg C02/m21c02排 出量聡量)C02つ F出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日 本 4番 )



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2 泊 ―使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

3 の内

※ 1 及び工 の イま

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 四谷クラブ

A10 614 5事 業 所 番 号 0 0 1 7

事 業 所 等 の 所 在 地

T 区

下

1 6 0 0 0, 0 5 区 市 町 村 名

6-1町 名 番
以

事業所等の延床 面積 2,264.65 2
m
事 業 務 等 の 冥 煩 年 度 の
エ ネ ル ギ ー イ吏 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
所務

場

事

工

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他

6 911 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ )F該当日 本 標 準 産 業 分 数
にお け る細 分 類 番 号

再 生 可 能 エネル ギー

の 利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環

l兄
~価
値

の不可用

容
点帥更

報
変

前 年 度 の
か ら の

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258)
(1′ 姥8陣

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(2, 解7ト

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのりF水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

⑨

3
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④こ②+③ )
り

%0ト

109.0
0

2
m

lkg~C02/
二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊
の脚
単位

⑥

使用量

⑦

係数
熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)X⑦

りF出

係数
③

排出量
本1

(t)

⑩=⑥×③X44/12

都市ガス □ Nm3 52,684.6 45.00 2,370.8 0.014 118.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36。 70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 218,529.0 9,97 2,178,7 0,489 106.9一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜間 (22Π寺～翌‖8時 ) □ kWVh 45,636.0 9.28 423.5 0.489 22.3

電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
六Z kVVh 0.0 9,76 0.0 0。 489 0.0

合 計 イ 4,973.0 イ 247.4

水道及び工業用水道 □
3
m 4,647.0 / イ 0.251 1,2

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 4,647.0 / イ 0.439 2,0

合 計 イ イ 3.2

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提 目標

6特記事項

重J煮対策 その他対策

対策名 対策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整備

B101

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

C123

Cl15

C813

温湿度の適正管理

事務用機器を業務終了時に停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

C810

C101

C108

C109

CH6
C120

C801

空室・不在時等のこまめな消灯

温度計等による室温の把握と調整

空室・不在時等の空調停止

個人用端末の不用・離席時の停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

共用都照明のフロアごとの管理

便座ヒーター等温度の季節別設定

運 用 対 策

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検 D108

D102

D104

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

D101

D103

D105

高効率照明ランプの採用 (屋内)

高輝度誘導灯の導入

照明用人感センサの採用

給湯の温水配管の保温の実施

E109

El14

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

E101

E125

E105

E122

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■ I無目 標 の 有 無 □ I有

Iラ
ンク C02削減率飩年度ナヒ) I%

ベンチマーク区分

kg C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量 梃床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
に合わせた高効率機器の採用

【2019年度節電対策項目】
明

・運営会社による共用部及び未使用室の照明点滅管理

・常駐管理会社による運転管理(スケジュール、発停操作、温度管理)
・各系統ごとの空調機運転・温度の把握・設定lAC-1,2,3)

(日本産業規格A列4番 )



その2

事 業 所 等 の 名 称 大森ゴルフ練習場

A 40   6 5事 業 所 番 号 0 0 1 8

事 業 所 等 の 所 在 地

T 4 3 0 11 0 2 区 市 町 村 名 大田区

-28-1町 名 番
以

事業所等の延床 面積 1,691,19 2
m

― 使 用 期
■ 1年度分  □ 1年未満

エ ル

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
所務

場

事

工

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他

6 9   1 1 連鎖化事業区分
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

□ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2 油 エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量(2019年度の

※ 1 の

3

イこ 9

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0250 117 kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②こ⑮) 226
12D

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴ってつF出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

く、l)

3 t
素
量
炭化
出
酸二
排

総 計 (④=②+③ ) 229
υ

t

二酸化炭素

排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

138.6
③

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の岬
単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(G」 )

①=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
③

排出量
Xl

(t)

⑩=③×⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 42,165.5 45.00 1,897.4 0.014 94.6

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36,70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖I(22‖ 手～翌 日8時 ) □ kWh 0.0 9。 28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (を、夜聞不り〕の場合を含む。) □ kWh 270,318,0 9.76 2,638.3 0.489 132.2

の 17 のノ,Кな kVVh 0,0 9.76 0.0 0。 489 0.0

イ合 計 / 4,535.8 226.8

水道及び工業用水道 □ m3 5,256.0 / イ 0,251 1.3
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 5,256,0 / 0.439 2.8

イ合 計 / 3.6
(1も,

中

日



の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地 の目標

6特記事項

その他対策重点対策

姑策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

B101

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B103

B106

C101

C109

Cl15

C813

事務用機器を業務終了時に停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

空室・不在時等の空調停止

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

D104

D108

D101

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

換気フィルターの清掃。点検

空調フィルターの清掃 ,点検

その他設備の定期的な保守。点検
設備保守対策

E101

E102

E104

E124

高効率照明ランプの採用 (屋内)

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

照明点灯範囲の細分化

更新に合わせた高効率機器の採用

E103

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ 有 ■ I無目 標 の 有 無

Iラ
ンク C02削減率 (前年度,ヒ ) I%

ベンチマーク区分

‖箋C02/m2 C02排出量 (総量)C02づ檸出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日本産業規格A列4番 )



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

3 の

※ 1 の イこ へ の に |ま

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)× ⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 江東ビル

事 業 所 番 号 A 4 50 6 0 012.0

事 業 所 等 の所 在 地

一Ｔ 0 区1 03   5 3 区 市 町 村 名

-15-5町 名 番

以

事業所等の延床 面積 3,000.00 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満事 業 所 等 の 要 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

6 9 1 1
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再生 可能エネルギー
の 利  用 状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
υ

901kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

W4ト

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのす)F水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (⑥=⑭ )

9

2ト

総 計 (④=②十③)
0

W6ト

二酸化炭素

排出原単位
燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

υ 関Ю

「

Cり評

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

③

使用量 係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
りF出
係数
⑥

つい出量
※1

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 29,250.0 45,00 1,316.3 0.014 65.6

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0,019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kVVh 171,677.0 9.97 1,711.6 0.489 84.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22時～翌 日81キ ) □ kWh 50,028,0 9.28 464.3 0。 489 24.5

電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWVh 0.0 9.76 0.0 0,489 0.0

の 1 な kヽハlh 0.0 9.76 0,0 0.489 0.0
(lUフ

イ合 計 3,492.1 174.1

水道及び工業用水道 □ m 4,196.0 / 0.251 1.1

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m /4,196.0 0.439 1.8

才 月合 計 2.9

日 4番



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名対策番号 対策名

A401

A402

テナント1こエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

B103

B106

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

B101

B102

B105

の
握
等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C109

Cl17

C101

C103

C801

C802

C815

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

日本工業規格に準じた照度の設定

空室・不在時等の空調停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

共用都照明のフロアごとの管理

階段照明の管理手法の検討・実施

看板照明点灯時間の季節別管理

その他設備の不使用時の停止

C105

C813

昼休み時の消灯の実施

外灯等の点灯時間の季節別管理

運 用 対 策

D104

D108

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検

D101

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

換気フィルターの清掃・点検
設備保守対策

E102

E125

E105

E139

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

高輝度誘導灯の導入

照明用人感センサの採用

進相コンデンサ等による力率改善

E103 高効率照明器具の採用 (屋内)

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備 導入対策

□ I有 ■ 征目 標 の 有 無

I%ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削減率 (前年度ケヒ)

C02排出量 (延床面積当たり) lk“C02/m2 C02づ F出量(総量)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入姑策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)

高効率照明ランプの採用 (屋内)

高効率照明ランプの採用 (屋外 )

蛍光灯へ電子安定器の採用 (屋外 )

高効率照明器具の採用 (屋外)
窓際照明の連続調光制御
エレベーターのインバータ制御
全熱交擬磯の導入 (個別)

給うの温水配管の保温の実施
9年度に実施した節電対策項目】
明

。暖房便座、エアタオルの使用停止
・電気ポットの利用制限 ・コピー機、複合機の利用台数制限
・冷水機、製氷機の利用中止

専用部、共用部照明器具の一部消灯

【201

101

06

07

08

日本産業規格A列 4番 )



その2

事 業 所 等 の 名 称 荒川配送センタービル

事 業 所 番 号 A 0  6  4 5 0 0 2 1

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ |1区1 6 0 00 2 区 市 町 村 名

荒 )|13-50-14
町 名 番

以

事業所等の延床 面積 791.39 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満事 業 務 等 の 冥 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他

6 19 1 1
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再生可能エネルギー
の 利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事 の概

2 油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

3

※ 1 の の へ の イこ イま

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)X⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258) 45
υ

kl

燃料等の使用に伴いりF出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

88 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つてつF出される二酸化炭素の量 (⑥=⑩ )

υ

0 t
素

量

二酸化炭
t'F 出

総 計 (④=②+③ )
υ

88 t

二腰化炭素

排出原単位
燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

111.1

υ

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(GJ)

①=(⑥/1000)× ⑦

υF出
係数
③

υF出量
※1

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 4,581.9 45,00 206.2 0.014 10。 3

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0,0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0,489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌 日8時 ) □ kヽVh 0,0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜‖〕不りJの場合を含む。) □ kVVh 159,360.0 9.76 1,555.4 0.489 77.9

3項1 みな kWh 0.0 9.76 0.0∪ 0.489 ∪ 0,0

/合 計 1,761.5攣 88.2
く!ッ

水道及び工業用水道 □ m 183.0 / 0.251 0.0
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m /183.0 0.439 0.1

/合 計 0.1

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地球 の目標

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B102

B105

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

B106 過去のデータによる傾向の把握
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C105

C123

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

運 用 対 策

昼休み時の消灯の実施

温湿度の適正管理

D101

設備保守対策

ランプ等の定期的な清掃・交換

高効率パッケージの採用 E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

設備導入対策

El14

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

■目 標 の 有 無 回 I有 征

C02肖 1減率 (前年度比) %ベンチマーク区分 Iラ
ンク

C02排出量鯰量) tC02排出量 l廷正床面積当たり) 卜g C02/m2

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

度報告分は設備からの漏洩のため、ガス使用量および水道使用量が激増しましたが、修繕対応により正常使用量

に戻つたため、それぞれ昨年度報告分に比べ使用量が低下しております。

日本産業規格A列4番 )



その2

事 業 所 等 の 名 称 萩中マクドナルドビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0   2   2

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 田区1 4 4 0 0 4

中3-2

7 区 市 町 村 名

町 名 番

以

事業所 等の延床 面積 212.39 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満事 業 跡 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
回 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

■ 商業施設 (飲食)

□ その他

6   9 1 1
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再生可 能エネル ギー
の 利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1

2 油 エネルギー使用量及び二酸化炭素り常出量(2019年度の状況)

3 の

※ 1 の に イこ

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①三①×00258) 112
∪

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 218
(29

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのりF水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (⑥=⑩ )

lJッ

2 t
素
里つF 出

二酸化炭

総 計 (④三②十③) 220
り

t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

1,026.4
、S,

mkg~C02/

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

⑦ ①部③/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
りF出
係数
◎

排出量
※1

(t)

⑩=①×③×44/12

都市ガス □ Nm3 34,982,3 45,00 1,574.2 0.014 78.5

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kVVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22n寺～翌日8Hキ ) □ kWVh 0,0 9.28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜聞不明の場合を含む。) □ kWh 286,560.0 9.76 2,796.8 0.489 140.1

の 1規則 項 の kWh 0.0 9,76 0.0
(11'

0。 489 0.0

イ合 計 4,371.0 218.6

水道及び工業用水道 □ m 2,931.0 / 0。 251 0.7そ

の

他 公共下水道 □
3
m /2,931.0 0。439 1.3

合 計 イ イ 2.0

゛r、T華

日 A列4番



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地球温暖 策の目標

6

重点対策 その他対策

紺策番号 対策名紺策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B102

B105

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

C101

C102

C107

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

空調機スイッチに空調範囲を表示

運 用 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備保守対策

D101

D105

ランプ等の定期的な清掃 ,交換

換気フィルターの清掃・点検

E101

El19

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) 高効率照明ランプの採用 (屋内)

潜熱回収型ガス給湯器等の導入

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

目 標 の 有 無 □ I有 ■ I無

Iラ
ンク C02削減率的年度,ヒ ) I%

ベンチマーク区分

kg C02/m2 C02排出量鯰量)C02排出量 に床面積当たり)

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

(日本産業規格A列4番 )



の 2

1

地球温暖化対策報告書 (その2)

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

3

1 の |ま、

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(⑪/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)X⑨とする。

萩中事務所事 業 所 等 の 名 称

事 業 所 番 号 4 5A 0 6 20   0 3

一Ｔ

事 業 所 等 の 所 在 地 町 名 番 地
以    下

田区4 0 40 7 区 市 町 村 名

中3-2-8

事業所等の延床 面積 198.00 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満要 莱 ,苛プ1等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

6 9 1 連鎖化事業区分
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

□ 直営店  ロ カロ盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0,0258)
∪

1 kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

2 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つてつ信出される二酸化炭素の量 (③=⑭ )

、3,

0 t
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ )
④

2 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
10.1

0

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(G」 )

③三(⑥ /1000)× ⑦

υF出
係数
◎

排出量
入1

(t)

⑩=①×◎X44/12

都市ガス □ Nm3 34.8 45.00 1.6 0.014 0.1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36,70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 4,212.0 9.97 42.0 0.489 2.1一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22H寺～翌 H8H+) □ kヽVh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜岡不明の場合を合む。) □ kWVh 0.0 9,76 0.0 0,489 0.0

1 kWVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 / 43.6 イ 2.1

水道及び工業用水道 □ m 88.0 / イ 0.251 0.0
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 88.0 / イ 0.439 0.0

イ合 計 / 0.1
∪

5∩

日



その他対策重点対策

姑策番号 対策名 対策番号 対策名

A401A404

A402

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供
組 織 体 制 の整 備

テナントヘの温暖化対策協力依頼

B101過去のデータによる傾向の把握

B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106

C801

C802

C806

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

共用都照明のフロアごとの管理

階段照明の管理手法の検討・実施

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

D101

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィアレターの清掃・点検

設備保守対策

給湯の温水配管の保温の実施

進相コンデンサ等による力率改善

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E122

E139

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の 目標

6特記事項

□ I有 ■ I無目 標 の 有 無

Iラ
ンク C02削減率的年度́ヒ) I%

ベンチマーク区分

rg C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量 に 床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日 本産業規格A列4番 )



その2

事 業 所 等 の 名 称 谷原・ビッグモーター

A 0事 業 所 番 号 6 4 5 20 0 4

事 業 所 等 の 所 在 地

区0. 0 3 2 区 市 町 村 名T 1 7 1 7

原11町 名 番 地
以    下

事業所等の延床 面積 239,34 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満事 業 Pりi等 の 要 績 年 反 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

6 9 1 1 連鎖化事業区分
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

□ 直営店  □ 力日盟店  ■ )F該当
再 生 可 能 エ ネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証書による環境価値の不J用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業 の概要

2 油 エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量(2019年度の

3 の

※ 1

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258) 12
∪

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②二⑮) 24
②

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③三④)

③

0 t
素

量

二酸化炭
り祐 出

総 計 (④三②キ③) 24
0

t

二暖化反素

排出原単位

燃料等の使用に伴いつF出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

100.2
9

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 綿
の脚
単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)× ⑦

州
触
③

排出量
入1

(t)

⑩=③×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 3,587.3 45.00 161.4 0.014 8.0

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 O □ 0.0

燃
料

及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kVVh 0,0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜睛1(22時 ～翌 H ttf手 ) □ kVVh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (え、夜岡不明の場合を含む。) □ kWh 32,832.0 9.76 320.4 0.489 16.1

5条の1 の場合のみな kWh 0,0 9,76 0.0 0.489 0,0

合 計 イ 481.9 イ 24.1

水道及び工業用水道 □
3
m 101.0 / イ 0.251 0,0

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 101.0 / イ 0,439 0.0

合 計 イ イ 0.1

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提 度の地球温暖化 の目標

6 項

重点対策 その他対策

姑策番号 対策名姑策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B102

B105

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

C101

C102

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

空調機スインチに空調範囲を表示C107

運 用 対 策

D104ランプ等の定期的な清掃・交換 空調フィルターの清掃・点検

設備保守対策

D101

E101E103

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

高効率パッケージの採用

高効率照明ランプの採用 (屋内)

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■ 毎
小

目 標 の 有 無 □ I有

Iラ
ンク C02削減率 (前年度}ヒ ) I%

ベンチマーク区分

卜
『

C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量 (延床面積当たり)目標値等 (選択)

その他 特記事項に内容を記載

(日本産業規格A列4番 )



の 2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

8

※ 1 の へ の

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

TG荏原ビル事 業 所 等 の 名 称

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 5

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ

-2-4

0 0 61  4  2 3 区 市 町 村 名 品川区

町 名 番

以

事業所等の延床 面積 6,378.00 2
m ■ 1年度分  □ 1年

の

エ ル 間

■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

6 9 11 1 連鎖化事業区分
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

□ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=①×o.o258) 115
くl′

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 222
∪

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③三⑬)

⑨

1 t
二酸化
t'F 出

炭素
里

総 計 (④=②+③ ) 223
(41

t

34.8
⑨二酸化炭素

排出原単位
燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(GJ)

③=9③/1000)× ⑦

ワF出

係数
③

りF出量
米I

(t)

⑩=⑥ X③×44/12

都市ガス □ Nm3 27,915,1 45,00 1,256.2 0.014 62.6

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0,016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kVげh 275,987.0 9,97 2,751,6 0.489 135.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌 日8‖寺) □ kヽVh 51,620.0 9。 28 479.0 0.489 25.2

電

気

その他の買電 (昼夜出!不明の場合を合む。) □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

の 1 みな kWVh 0.0 9.76 0.0 0,489 0.0

合 計 / 4,486.8 イ 222.8

/水道及び工業用水道 □
3
m 2,355.0 イ 0.251 0,6

/

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 1,978.0 イ 0.439 0.9

合 計 / イ 1.5Ψ

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年 の地球温暖化対策の目標

6

重点対策 その他対策

姑策番号 対策名対策番号 対策名

A401

A402

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

A405

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供

ビル全体の推進体制の整備
組 織 体 制 の整 備

B105

B101

B102

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B103

B106

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

C105

Cl13

C101

C102

C109

C130

C801

C802

C816

C818

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スインチに点灯範囲を表示

空室・不在時等の空調停止

エレベータ運転台数の制限

共用都照明のフロアごとの管理

階段照明の管理手法の検討・実施

ポンプ。ファンの流量、圧力調整

エレベータ運転台数の制限

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

C123

C814

昼休み時の消灯の実施

中間期における外気冷房の実施

温湿度の適正管理

屋内駐車場換気の不要時間の停止

D102

D104

D108

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

D101

D103

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

E125E103

E109

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施 E105

E106

E108

高輝度誘導灯の導入

照明用人感センサの採用

高効率照明ランプの採用 (屋外 )

高効率照明器具の採用 (屋外)

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入封策

□ ■目 標 の 有 無 有 18=

Iラ
ンク C02削減率 (前年度,D I%

ベンチマーク区分

C02つ F出量(総量)C02排出量 延床面積当たり) 卜g C02/m2目標値等 (選択)

その他 特記事項に内容を記載

■設備導入姑策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
01高効率照明ランプの採用 (屋内)、 E102蛍光灯へ電子安定器採用
26窓際照明の連続調光制御、E129全熱交換機の導入(個別)
35エレベーターのインバータ制御、E139進相コンデンサ等による力率改善
11ポンプ・ファンのインバータ制御、E122給湯の温水配管の保温の実施

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった射策)

・暖房便座、エアタオルの使用停止、 ・冷水機、製氷機の利用中止
・不使用時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く、 ・OA機器の省エネモード設定

・専用部、共用部照明器具の一部消灯

7高効率変圧器への更新・台数集約

117便座ヒーター等温度の季節別設定
【2019年度に実施した節電対策項目】
照明

(日本産業規格A列4番 )



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2 油 エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

3 の内

※ 1 の の

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 芝浜ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4  5 0 0 2   6

事 業 所 等 の 所 在 地

0 0 2 3 区 市 町 村 名T 11 0+ 8

4-9-14
町 名 番
以

事業所等の延床 面積 3,966.51 2
m ■ 1年度分  □ 1年未満事 業 Pゲ「等 の 冥 煩 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 □ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

6 9 1 1 連鎖化事業区分
日 本 標 準 産 業 分 類
に お ける細 分 類 番 号

□ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギー
の  利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の利用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258) 106
υ

kI

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 206
②

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴ってりF出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

υ

1 t

素
量
炭化
出
酸二
排

総 計 (④=②+③ ) 207
υ

t

二醗化反素
排出原単位

燃料等の使用に伴いつF出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

51.9
9

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量
(G」 )

⑥=(⑥/1000)× ⑦

つF出
係数
⑨

排出量
入1

(t)

⑩=①×③×44/12

都市ガス □ Nm8 31,961.5 45,00 1,438.3 0.014 71.7

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0,0 9,97 0.0 0.489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜間 (22時～Ψ H8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0,0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜‖〕不明の場合を含む。) □ kWh 274,874.0 9.76 2,682.8 0.489 134.4

のみな条の17 項 の klVh 0.0 9,76 0.0 0.489 0,0

合 計 / 4,121,0 イ 206.1(lう)

/水道及び工業用水道 □
3
m 1,714.0 イ 0。 251 0,4

/

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 1,714.0 イ 0.439 0.8

イ合 計 / 1.2
(10,

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の目標

6

その他対策重点対策

対策番号 紺策名対策番号 対策名

テナントヘの温暖化対策協力依頼

組 織 体 制 の整 備

A404

B101

B102

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較B107

B103

B106

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

主要設備の使用状況の把握

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C105

C817

C101

C802

C804

C810

C815

C107

C801

C806

空室・不在時等のこまめな消灯

空調機スインチに空調範囲を表示

共用部照明のフロアごとの管理

階段照明の管理手法の検討・実施

共用部のフロアごとの空調の管理

便座ヒーター等温度の季節別設定

看板照明点灯時間の季節別管理

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

昼休み時の消灯の実施

季節に応じた温度設定の見直し

D105 D104

D108

空調フィルターの清掃・点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

換気フィアレターの清掃。点検

E130

E122

E137

高効率照明器具の採用 (屋内)

高効率パッケージの採用

E139

全熱交換器の導入

給腸の温水配管の保温の実施

高効率変圧器への更新・台数集約

進相コンデンサ等による力率改善

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

E103

El14

■目 標 の 有 無 □ I有 征

C02削減率鯨年度ケヒ) I%
ベンチマーク区分 Iラ

ンク

C02排出量鯰量)C02排出量梃床面積当たり) 卜g C02/m2

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

日本産業規格A列4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 木曽路ビル

事 業 所 番 号 A 0 61 4 5 0 2 7

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 7 7 0 1 013 2 区 市 町 村 名 区

町 名 番
以 下

谷原 1138712

事業所等の延床 面積 583.74 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満

エ ル ギ ー

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  回 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□

□

事務所

工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

■ 商業施設 (飲食)

□ その他
日 本 標 準 産 莱 分 類
に お ける細 分 類 番 号

9 11 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値

の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2 油 エネルギー使用量及び二酸化炭素りF出量 (2019年度

3 の

※ 1 び 工 の イま

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①三⑭×00250
∪

92

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 179
12,

し

水這及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのt,F水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )

③

2 t
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②十③) 181
14υ

t

二峻化反素
排出原単位

燃料等の便用に伴い排出される二酸化庚素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

306.6
(51

2
mkg~C02/

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位

⑥

使用量

⑦

係数
熱量

(GJ)

⑥・ (D/1000)× ⑦

りF出

係数
③

排出量
入1

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 29,815.5 45,00 1,341.7 0.014 66.9

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

□ kWh 0.0 9.97 0,0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

その他の買電 (昼夜聞不明の場合を含む。)

電

気

昼間 (8時～22時 )

夜問 (22H寺～翌日8時 ) □ kWh 0,0 9.28 0,0 0。 489 0.0

□ kVげh 230,967.0 9.76 2,254.2 0。 489 112.9

!第 5条の17第 3項の場合のみな kWh 0.0 9,76 0,0 0.489 0.0

合 計 イ 3,595。 9 イ 179,8

水道及び工業用水道 □
3
m 3,985,0 / イ 0。 251 1.0

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 3,935.0 / イ 0.439 1.7

合 計 イ イ 2.7∪

(日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出 度の の目標

6特記事項

重点対策 その他対策

対策名 姑策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整 備

B102

B105

関連他者からの情報を力日えて把握

エネルギー使用量の前年度比較の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

運 用 対 策

ランプ等の定期的な清掃・交換

換気フィルターの清掃。点検
設備保守対策

D101

D105

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ ■ 征
〔

目 標 の 有 無 有

ランク C02削減率 (前年度,0 I%
ベンチマーク区分

kg~C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日本産業規格A列 4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 竹芝ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2   8

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 | 0 5 0 0 2 区 市 町 村 名 区

-11-1

町 名 番 地

以    下

事業所等の延床 面積 988.05 2
m
争 乗 誹 等 の 美 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 □ 自己所有   ■ 他者所有
報

生

範   囲 回 建物の全部  ■ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
回 事務所

回 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

■ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6  9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー

の  利  用  状  況 回
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証書による環

ナ兄
~価
値

の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

※ 1 の の へ の

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

3 二

原油換算エネルギー使用量 (①三⑭×0.0258)
(l,

431kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
0

83

水逼及び工莱用水道の便用並びに公共 卜水道へのυF水に

伴って拶F出される二酸化炭素の量 (⑥=⑪ )

〔」,

1
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④三②+③ )
(4,

84

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤こ②×1000/事業所等の延床面積)

84.0
⑤

2
m

lkg~C02/

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(GJ)

③=(⑥ /1000)× ⑦

拶F出

係数
③

排出量
Xl

(t)

⑩=③ X⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 17,349.5 45,00 780,7 0,014 38,9

その他 (LPG) □ kg 0,0 50,80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36。 70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌 日8時 ) □ klVh 0.0 9.28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜聞不明の場合を含む。) 回 kWVh 91,171.0 9.76 889.8 0.489 44.6

17 kWVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 イ 1,670.6 イ 83.5

水道及び工業用水道 □ m 2,166.0 / イ 0。 251 0.5て

の

柿 □
3
m / イ 0,439公共下水道 2,166.0 1.0

イ イ合 計 1.5
(lbl

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の 目標

6特記事項

重点対策 その他対策

対策名 対策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整 備

B102

B105

過去のデータによる傾向の把握 関連他者からの情報を加えて把握

エネルギー使用量の前年度比較
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106

運 用 対 策

設備保守対策

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■ I無目 標 の 有 無 □ I有

ランク C02削減 率 (前年度,D I%
ベンチマーク区分

kg~C02/m2 C02排出量 (総量)C02排出量 l廷正床面積当たり)目標値等 (選択)

その他 特記事項に内容を記載

(日本産業規格A列4番 )



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業

2 油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

3

※ 1 の

`ま

、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

南青山ビル事 業 所 等 の 名 称

6A 0事 業 所 番 号 4 5 0 0 3 0

1 0 7 0 0 6 2一Ｔ 区 市 町 村 名

事 業 所 等 の 所 在 地 町 名 番 地
以    下 南青山6-12-5

事業所等の延床 面積 2,108.85 2
n ■ 1年度分  □ 1

の

エ ル

■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
所務

場

事

工

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他

6 1911 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当類
号
分
番
業
類産吟騨踊

本
お
日
に

再生可能エネルギー
の 利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値の不可用

容

点

帥

更

報
変
の
の

度年

ら

一削
か

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0,0258)
∪ 弦5陣

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 242
⑫

ト
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③三⑬)

(】l

3
素
里つF 出

二酸化炭

総 計 (④=②+③ ) 245
⑭

ト
⑨

H■7卜辟cり評二白′文・ 化炭素

排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積 当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

④ ◎=(⑥/1000)X⑦

熱量

(GJ)
りF出

係数
◎

りに出量
本1

(t)

⑩=③×⑨X44/12

都市ガス □ Nm3 53,473.4 45.00 2,406.3 0,014 120.0

□その他 (LPG) kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36。 70 0,0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kヽA/h 192,549.0 9.97 1,919,7 0,489 94.2一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問(22時～翌 日8H手 ) □ kヽハ/h 57,128.0 9.28 530.1 0.489 27.9

電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

5条の1 kWh 0.0 9.76 0,0 0.489 0.0

合 計 / 4,856.2 イ 242.1

/水道及び工業用水道 □
3
m 5,668,0 イ 0.251 1.4そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 5,668,0 / イ 0。 439 2.5

合 計 イ / イ 3.9

(日本



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地 の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C101

C108

Cl15

C813

C109

Cl16

C801

C804

運 用 対 策

事務用機器を業務終了時に停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

C810

空室・不在時等のこまめな消灯

温度計等による室温の把握と調整

空室・不在時等の空調停止

個人用端末の不用・離席時の停止

共用都照明のフロアごとの管理

共用部のフロアごとの空調の管理

便座ヒーター等温度の季節別設定

D108

D102

D104
設備保守対策

D101

D103

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期点検の実施

セントラル空調のフィルター清掃

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検

E101

E105

E108

El10

高効率照明ランプの採用 (屋内)

照明用人感センサの採用

高効率照明器具の採用 (屋外 )

高効率モータの導入 (空調用 )

E109

El14

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ 有 ■ I無目 標 の 有 無

ベンチマーク区分 Iラ
ンク   IC02削 減率 (前年度ナヒ) I。

/O

C02排出量梃床面積当たり) Ikg C02/m21c02排 出量 (総量)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)

・運営会社による共用部及び未使用部の照明のフロア毎の管理

空調
・フロア及び各室毎の管理

11ポンプ・ファンのインバータ制御

【2019年度節電姑策項目】
明

給湯の温水配管の保温の実施
更新に合わせた高効率機器の採用

(日本産業規格A列4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 TG立 )||ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 31 1

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 9 0 0 01 11 2 区 市 町 村 名 立川市

曙橋3-6-13町 名 番 地

以    下

事業所等の延床面積 10,603.18 m
2 争 莱 前 等 の 笑 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日 本 標 準 産 莱 分 類
に お け る細 分 類 番 号

6 911 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー

の  利  用  状  況
由・生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証 吾 凍坑価値

の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二 ヒ炭素排出量 (201 度の 況 )

3 の

※ 1 び に 下 に

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑩=(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①三⑭×00250
① 別卜

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
∪

526

水這友び工業用水道の便用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

⑨

4
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②十③)
④

530

二酸化反素
排出原単位

燃料等の便用に伴い排出される二般化炭素の廷床向積当た

りの量 (⑥この×1000/事業所等の延床面稿)
49.6

、5ジ
2
m

lkg~C02/

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
つF出

係数
③

排 出量
本1

(t)

⑩=① X◎ ×44/12

都市ガス □ Nm3 138,087.6 45.00 6,213.9 0.014 309.9

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 280,159,0 9,97 2,793.2 0.489 137.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22H寺～翌 日8F寺 ) □ kヤVh 163,565.0 9.28 1,517.9 0.489 80,0

電

気

その他の買電 (昼夜‖〕不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

17第 3項の場合のみな 0,0 9.76kWh 0.0∪ 0.489 0.0

合 計 / Ψ 10,525.0 イ 526.8

/水道及び工業用水道 □
3
m 5,189.0 0.251 1,3

/

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 6,798.0 イ 0.439 3.0

合 計
=

/
=

イ 4。 3

日 4番



の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の目標

6特記事項

重点対策 その他対策

対策名 対策番号 対策名対策番号

テナントにエネルギー使用量提供

使用量の推計に必要な情報の提供

ビル全体の推進体制の整備
組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

A405

A401

A402

B101

B102

B104

自ら入手可能な情報に基づく把握

関連他者からの情報を加えて把握

設備ごとに詳細に把握

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B107

B103

B106

時間的に詳細に把握

過去のデータによる傾向の把握

主要設備の使用状況の把握

C105

Cl13

C123

Cl15

C811

C813

昼休み時の消灯の実施

中間期における外気冷房の実施

温湿度の適正管理

事務用機器を業務終了時に停止

自動販売機の休日・夜間照明停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

C103

C109

C124

Cl17

C801

C806

C101

C102

C802

空室・不在時等のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

日本工業規格に準じた照度の設定

空室・不在時等の空調停止

冷凍機等の出入口温度把握と調整

便座ヒーター等温度の季節別設定

共用都照明のフロアごとの管理

階段照明の管理手法の検討・実施

その他設備の不使用時の停止

運 用 対 策

D101

D103

D105

ランプ等の定期的な清掃・交換

中央熱源機器等の定期′点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

D104

D108

空調フィアレターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

E103

E109

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率パッケージの採用

E105

E102

E125

E104

蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

高輝度誘導灯の導入

照明点灯範囲の細分化

照明用人感センサの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ ■ I無目 標 の 有 無 有

Iラ
ンク C02削減率 (前年度レヒ) I%

ベンチマーク区分

‖g C02/m2 C02つ F出量(総量)C02つ卜出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

■運用紺策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
104採光を利用した消灯の実施、Clll予熱・予冷時の外気導入の停止
16ポンプ・ファンの流量、圧力調整、C812自 動販売機の不要時の停止
■設備保守対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった姑策)

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
1高効率照明ランプの採用(屋内)、 E106高効率照明ランプの採用 (屋外)、 E107蛍光灯へ電子安定器採用(屋外)、
08高効率照明器具の採用 (屋外)、 El10高 効率モータの導入 (空調用)、 Elllポンプ・ファンのインバータ制御
19潜熱回収型ガス給湯器等の採用、E122給湯の温水配管の保温の実施、E126窓際照明の連続調光制御、
E129全熱交換機の導入 (中央 )、 E130全熱交換機の導入 (個別 )、 E135エレベーターのインバータ制御
E137高効率変圧器への更新・台数集約、E139進 相コンデンサ等による力率改善、E140BEMSの 導入、E141太陽光発電

ネルギー等情報の対策への活用

102セントラル空調のフィルター清掃

導入、E142太陽熱利用設備の導入
E133節水器具の採用
【2019度に実施した節電姑策項目】

(日 本産業規格A列 4番 )



の 2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (201 度の 況 )

3

※ 1 に |ま

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜問不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

工 の 下

事 業 所 等 の 名 称 桜ヶ丘四丁目

事 業 所 番 号 A 0 56. 4 0 0 2

事 業 所 等 の 所 在 地
丘 4-33

0T 0210 6 3 区 市 町 村 名 多摩市

町 名 番

以

112.49 2
m事業所等の延床 面積
争 莱 FりT等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

回 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

類
号
分
番
莱
類産防孵鶏

不
お
日
に

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証吾 |こよる環境価イ直の不可用

□
再 生 可 能 エ イ、ル ギー

の 利  用  状  況

前 年 度 の 報
か ら の 変

容

点帥更

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0,0258) 1 kI

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
υ

2 t

水道及び工業用水道の便用並びに公共下水道への俳水に

伴つてつF出される二酸化炭素の量 (③=④ )

9

0 t
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ )
り

2 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の便用に伴いつF出される二酸化反素の廷原向積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面ボ責)
17.7

9

kg~C02/m2

二酸化炭素υF出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
υF出

係数
③

りF出 !≧
本1

(t)

①=③×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 202.0 45.00 9.1 0.014 0.5

その他 (LPG) □ kg 126.8 50.80 6.4 0.016 0,4

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0,0 0,019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 0,0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜睛〕(2〕寺～翌日8冊手) □ kWVh 0.0 9。 28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜‖Ittlチ1の場合を合む。) □ kVVh 4,259.0 9.76 41.6 0.489 2.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9,76 0,0 0,489 0.0

合 計 / 57.1 イ 2.9

/水道及び工業用水道 □
3
m 88.0 0.251 0,0て

の
仙 公共下水道 □

3
m 88.0 / イ 0.439 0.0

合 計
=

/
=

イ 0,1

日 A列4番



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出 度の地 の日標

6特記事項

重点対策 その他対策

対策名 対策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整 備

B102 関連他者からの情報を加えて把握
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

運 用 対 策

設備保守対策

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備 導入対策

回 有 ■ 征
ヽ

目 標 の 有 無

Iラ
ンク C02削減率 帥年度,D I%

ベンチマーク区分

卜g C02/m2 C02排出量 (総動C02排出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

(日 本産業規格A列4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 五反田ビル

事 業 所 番 号 A 0  6 4 5 0 0 3 3

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 1 01 0 2 2 区 市 町 村 名 品川区

東工反田52227町 名 番 地
以    下

事業所等の延床 面積 7,772.23 m
2 争 莱 ′)「 等 の 実 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

61911 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ )F該当
再 生 可 能 エ イヽ ル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エイヽアレギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書

の利

る}呆
~1蒐
イ面イ直

用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の実績年度のエネルギー使用期間は、今回ご報告分より1年度分となります。

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (201 度

3 の

※ 1 の に 下 に は 、

⑩=(⑥/1,000)X③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×o.o258) 170
(1,

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(2,

329 t

水道及び工業用水道の便用並びに公共下水這へのり信水に

伴つてりF出される二酸化炭素の量 (③三⑩)

(3,

4 t
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②十③)
∪

333 t

二酸化炭素
排出原単位

42.3
lうl燃料等の便用に伴い排出される二酸化反素の廷戸木面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=⑩/1000)X⑦

熱量

(G」 )
りF出

係数
⑨

排 出量
本1

(t)

⑩=③ X⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 45,013.2 45.00 2,025.6 0.014 101.0

その他(LPG) □ kg 0.0 50,80 0.0 0.016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料

及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22H寺～翌日3時 ) □ kヽVh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜聞不明の場合を含む。) □ kヽVh 467,830,0 9,76 4,566.0 0。 489 228.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2

kヤVh 0.0 9,76 0.0 0.489 0.0

合 計 / 6,591.6 イ 329.8

/水道及び工業用水道 □ m3 6,887.0 0.251 1,7
て

の

柿 /公共下水道 □ m3 6,887.0 イ 0.439 3.0

/合 計
=

イ 4.8

日本産 4番 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年 の地球温暖化対策の目標

6

重点対策 その他対策

対策番号 対策名対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B102 関連他者からの情報を加えて把握
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C101

C107

C109

空室・不在時等のこまめな消灯

空調機スインチに空調範囲を表示

空室・不在時等の空調停止

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備保守対策

D105 換気フィルターの清掃・点検

El14 高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ ■目 標 の 有 無 有 征

Iラ
ンク C02削減率m年度,ヒ l I%

ベンチマーク区分

2
mlkg~C02/ C02排出量 (総量)C02づF出量 (延床面積当たり)

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

(日 本産業規格A列4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 三軒茶屋ビル

事 業 所 番 号 A10 6 4 5 0 0 3 4

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 5 4 0 01 2 4 区 市 町 村 名 世田谷区

町 名 番
以

三軒茶屋12211

事業所等の延床 面積 993.22 m
2 争 莱 防 等 の 実 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日 本 標 準 産 業 分 類
に お ける細 分 類 番 号

9 11 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証菩による県

ナ見
~1山
恒

の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の実績年度のエネルギー使用期間は、今回ご報告分より1年度分となります。

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

3

※ 1 の に 下 へ の に は 、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258) 10 kI

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
C2)

20 t

水道及び工業用水道の便用並びに公共下水道へのりF水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑬ )

∪

0 t

総 計 (④=②十③)
⑭

20 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の便用に伴い fりF出される二峻化反素の廷床向積当た

りの量 (⑥三②×1000/事業所等の延床面積)

∪

20.1 kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 綿
の脚
単位
使用量

⑥

係数

② ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
りF出
係数
⑨

υF出量
※1

(t)

⑩=①×⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 142.1 45.00 6.4 0.014 0.3

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌 日8H寺 ) □ 9,28 0,489kWh 0.0 0.0 0.0

電

気

その他の買電 (「卜夜問不明の場合を含む。) □ kWh 40,830.0 9.76 398.5 0.489 20.0

5条の17第 3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0 0。 489 0.0
∪

才合 計 1月 I 404.9 20.3

/水道及び工業用水道 □
3
m 159,0 0,251 0.0そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 159,0 / イ 0.439 0.1

合 計
=

/
=

イ 0.1

――

日



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の イ の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B102 関連他者からの情報を加えて把握
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

Cl15 C101

C109

運 用 対 策

事務用機器を業務終了時に停止 空室・不在時等のこまめな消灯

空室・不在時等の空調停止

D108

設備保守対策

その他設備の定期的な保守・点検

El14 高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

|

設備導入対策

□ I有 ■ I無目 標 の 有 無

ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削 減 率 (前年度比) I%

C02づ F出量 (延床面積当たり) ‖g C02/m2 C02排出量 (総量)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

その他

019年 7月 にGHPからEHPへ更新した為、昨年度報告分に比ベガス使用量が低下しております。

(日本産業規格A列4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 】ヒ品川ビル

事 業 所 番 号 A 0 415 0 0 31 6

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 0 0 0 0 1 区 市 町 村 名 品川区

ヒ品)I13-7-29
町 名 番 地

以    下

事業所等の延床 面積 1,362.05 2
m
事 業 ,・力 等 の

~央
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 HJ能 エ イヽル ギ ー
の  利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ る環境価値

の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の実績年度のエネルギー使用期間は、今回ご報告分より1年度分となります。

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

の

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の寅電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

3

1 へ の

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
∪

341kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
(2ノ ∝ト

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つてつF出される二酸化炭素の量 (⑥二⑬)

③

0
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②+③ )
14, 鶴ト
(5) 娼斗舒Cり評

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(GJ)

①=(⑥ /1000)× ⑦

υF出

係数
⑨

υF出量
入1

(t)

⑩=①×⑨X44/12

27.4都市ガス □ Nm3 12,217.5 45,00 549.8 0,014

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0,0 0.019 0.0

その他 0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 0.0 9,97 0,0 0,489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22時～翌 日8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0,0

電

気

その他の買電(昼夜岡不明の場合を含む。) □ kWVh 80,452.0 9.76 785.2 0.489 39.3

1 kWh 0,0 9,76 0.0 0。 489 0.0

合 計 イ 1,335,0 イ 66.8

水道及び工業用水道 □ m 1,000.0 / イ 0。 251 0,3て

の

柿 公共下水道 □
3
m 1,000.0 / イ 0.439 0.4

イ合 計 イ 0,7

下

(日本産業規格A列 4番 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地球 の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名 紺策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B102 関連他者からの情報を加えて把握
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C101

C109

Cl15

運 用 対 策

事務用機器を業務終了時に停止 空室・不在時等のこまめな消灯

空室・不在時等の空調停止

D108

設備保守対策

その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

目 標 の 有 無 □ I有 ■ 征
＾

ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02削減率 (前年度歩ヒ) I%

C02つい出量 (延床面積当たり) kg C02/m2 C02つい出量(総量)

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

(日本産業規格A列4番 )



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事 の概要

2 エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

3 内

※ 1 用 、 び 工 用 の 用 へ の

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫こ(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬三(⑫/1,000)×⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 中野ビアレ

A 01 61 4 5 0 0 3 7事 業 所 番 号

1 6一Ｔ

町 名 番 地
以    下

事 業 所 等 の 所 在 地

4 0 1 4 区 市 町 村 名 中野区

モ13-98-2

事業所等の延床 面積 1,518.87 2
m
事 業 ,・)T等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

61 9  1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当日本 標 準 戸生 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号
再 生 可 能 エ ネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ る坊蓋戸見

‐
イ面イ直

の利用

事業所等の実績年度のエネルギー使用期間は、今回ご報告分より1年度分となります。
前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①こ⑭×0.0258) 52
(lノ

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) t102
⑫

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③三⑮)

③

2 t
素

量

二酸化炭
|), 出

総 計 (④こ②+③ ) 104
り

t

67.1
lDl二鍛化炭素

1夕常出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素りF出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

⑥

使用量 係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(G」 )
りF出
係数
⑨

俳 出量
入1

(t)

⑩=③×③×44/12

都市ガス □ Nm」 21,399.8 45.00 963.0 0.014 48.0

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0,00.016

その他 (灯油) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料

及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9。 97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22Π寺～翌 日8Π寺) □ kWh 0.0 9。 28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (F、夜問不明の場合を含む。) □ kWVh 111,656.0 9。 76 1,089.8 0.489 54.6

条の1↓ みな kVVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 イ 2,052.8 イ 102.6

/水道及び工業用水道 □
3
m 3,302.0 0.251 0,8

/

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 3,302,0 イ 0.439 1.4

合 計 イ イ 2.3

(日本産業規格A列4番 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の 目

6

その他対策重点対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

B102 関連他者からの情報を加えて把握
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

C101

C109

Cl15 空室・不在時等のこまめな消灯

空室・不在時等の空調停止

運 用 対 策

事務用機器を業務終了時に停止

その他設備の定期的な保守。点検

設備保守対策

D108

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

党イヒズ

目 標 の 有 無 □ 有 ■ 鉦

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 Iラ
ンク C02肖叫戌率 (前年度比) I%

C02り悴出量 (延床面積当たり) 卜g C02/m2 C02つい出量(総量)

その他 特記事項に内容を記載

(日本産業規格A列4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 北町ビル

事 業 所 番 号 A 0 1 6 4 5 0 0 3 8

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 7 9 0 8 2 区 市 町 村 名 区

町 名 番

以
2-16-7

事業所等の延床 面積 1,029,42 2
m
争 莱 防 等 の 実 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9   1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当
再 生 HJ能 エ イヽ ル ギ ー
の  利  用  状  況

再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値

の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の実績年度のエネルギー使用期間は、今回ご報告分より1年度分となります。

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素ワ,出量 (2019年度の状況)

1 の

3

に に

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258)
llり

9 kl

二酸化炭素
りF 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

19 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量⑬二⑪)

∪

0 t

総 計 (④=②十③)
り

19 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤と②×1000/事業所等の延床面積)

、Oυ

18,4 kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ⑥=(⑥/1000)X⑦

熱量

(G」 )
りF出
係数
③

排出量
※1

(t)

⑩=①×⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 2,273.6 45.00 102.3 0.014 5,1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0,0

その他0 □ 0.0

燃
料

及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌日3時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWh 28,753.0 9.76 280.6 0,489 14.1

17 kWVh 0.0 9,76 0.0
(11,

0。 489 0,0
∪

/合 計 382.9 19.2

水道及び工業用水道 □ m3 /284.0 0.251 0.1
そ

の

仙 □
3
m /公共下水道 284.0 0.439 0.1

=
合 計 イ 0.2

日



4

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の ヒ対策の目標

6

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 紺策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101

C109

空室・不在時等のこまめな消灯

空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用

目 標 の 有 無 □ I有 ■ I無

レンク   IC02削 減率舗年度,い I%
ベンチマーク区分

lkg=C02/m21c02排 出量 (総量)C02排出量 (延床面積当たり)

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

19年 7月 から空室となり、エネルギー使用量が昨年度報告分に比べ低下しております。

(日本産業規格A列4番 )



の 2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素り津出量 (2019年度の 況 )

の

※ 1 の に公 下 出

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2①三(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)X⑨とする。

3

に

事 業 所 等 の 名 称 TG両国アパート

事 業 所 番 号 A 0 6 4  5 0 90 . 3

事 業 所 等 の 所 在 地

0 区 市 町 村 名 墨田区T 31

緑 2-2-4
町 名 番
以 下

1,885,34 2
m事業所等の延床 面積
争 莱 み 等 の 笑 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 □ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

■ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 環境価値証書

の不可用

再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

事業所等の実績年度のエネルギー使用期間は、今回ご報告分より1年度分となります。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
υ

T卜

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
υ 飢ト

水道及び工業用水道の便用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

9

2
二酸化炭素
拶F 出 量

総 計 (④三②+③ )
0

93

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の便用に伴い拶F出される二酸化反素の廷 F木向頼 当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面不責)

9 佃FCり評

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊
の
岬
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
υF出

係数
③

t,F出量
本1

(t)

⑩=① X③×44/12

都市ガス □ Nm3 87,512.0 45,00 1,688.0 0.014 84,2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0,0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料

及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 15,338.0 9,97 152.9 0.489 7.5一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22‖手～V日 8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0,0

電

気

その他の買電 (を卜夜問不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0.0 0,489 0.0

の 1 のみな kWh 0.0 9,76 0.0 0,489 0.0

合 計 1,841.0 イ 91.7

/水道及び工業用水道 □
3
m 3,498.0 0.251 0,9そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 3,498.0 / イ 0.439 1.5

合 計 /
=

イ 2.4

日 A列4番



の

実績年度の日標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地球 の目標

6特記事項

重点対策 その他対策

対策名 対策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整 備

の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

運 用 対 策

ランプ等の定期的な清掃・交換

設備保守対策

D101

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■ I無目 標 の 有 無 □ I有

Iラ
ンク C02削減率m年度ケヒ) γOベンチマーク区分

卜g C02/m2 C02排出量聡量) tC02排出量 (延床面積当たり)目標値等 (選択)

その他 特記事項に内容を記載

(日 本産業規格A列 4番 )



の 2

事 業 所 等 の 名 称 北千住ビル

事 業 所 番 号 0 6 4 5 0 0 4 0

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1
|
0 0 0 3 5 区 市 町 村 名 立 区

中居町一丁目25番
町 名 番 地
以    下

事業所等の延床 面積 636.98 m
2 争 莱 Fヴf等 の 笑 績 写 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日 本 標 準 産 莱 分 類
に お ける細 分 類 番 号

6 9 111 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証書による環境価値の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

2019年 6月 1日 付資産譲渡により報告対象

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の状況)

の3

※ 1 は

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2①=(都が指定する原単位X延声木面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫ /1,000)×⑨とする。

工 の 公 下 へ の に

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0,0258)
①

6卜

二酸化炭素
υF 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
9 弦ト

水道及び工業用水這の便用並びに公共下水道へのりF水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③三④)

131

0ト

総 計 (④三②+③ )
① 姥ト

二酸化灰素

排出原単位
燃料等の便用に伴い排出される二峻イヒ灰素の廷床向頼 当た

りの量 (⑥=②×1000/事業所等の延床面積)

∪ 隅卜舒Cり♂

二酸化炭素りF出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ⑥=(⑥ /1000)× ⑦

熱量

(GJ)
りF出
係数
③

排出量
※1

(t)

⑩=③ X③×44/12

都市ガス □ Nm3 2,041.6 45,00 91.9 0.014 4.6

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 16,811.0 9.97 167.6 0.489 8.2一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～W日 8時 ) □ kヽVh 0.0 9,28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

17 kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 ア 259.5 ア 12.8(10,

/水道及び工業用水道 □
3
m 114.0 0.251 0.0そ

の
仙 公共下水道 □

3
m 114.0 / イ 0.439 0.1

合 計
=

/
=

イ 0.1

日



の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の 目標

6特記事項

重点対策 その他対策

対策名 対策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106

運 用 対 策

D105 D104換気フィルターの清掃・点検

D108

空調フィルターの清掃。点検

その他設備の定期的な保守・点検
設備保守対策

E103

El14

高効率照明器具の採用 (屋内)

高効率パッケージの採用

E139

E101

E102

E130

高効率照明ランプの採用 (屋内)

蛍光文丁へ電子安定器採用 (屋内)

全熱交換器の導入

進相コンデンサ等による力率改善

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

□ ■ I無目 標 の 有 無 有

Iラ
ンク C02削減率 (前年度,ヒ )

iO/。

ベンチマーク区分

kg~C02/m2 C02排出量 (総量)C02つ檸出量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択 )

その他

(日 本産業規格A列4番 )



2

1

地球温暖化対策報告書 (その2)

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度の

の3

1 の |ま

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

日野ビル事 業 所 等 の 名 称

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 411

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 69    1 2 区 市 町 村 名 日野市0 0

摩平 6-8-12町 名 番

以

事業所 等の延床面積 1,292.65 2
m □ 1年度分  ■ 1年未満子 莱 画 等 の 要 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

1 161 9 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当標 準 産 業 分 類
ける細 分 類 番 号

本
お
日
に

再 生 刺謡 エ ネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による環境価値

の不可用

2019年 6月 1日付資産譲渡により報告女、1象
容

点紳更
報
変
の
の

度年
ら
革剛
か

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0258) 14
υ

kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮) 27
②

t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③二⑩)

③

0 t
酸化炭素
υF 出 量

総 計 (④=②+③ ) 27
④

t

二酉友れ化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い拶F出される二酸化炭素の延床面積 当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
20.8

⑨

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量
(G」 )

③=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
③

排出量
ス1

(t)

⑩=③×③X44/12

都市ガス □ Nm3 12,130.6 45.00 545.9 0.014 27.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0,016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 86,70 0.0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 554.0 9.97 5。 5 0.489 0.3一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖1(22Hキ ～翌日8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0,0

電

気

その他の買電 (昼夜岡不明の捗今を含む。) □ kWVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

の 17 の の な kWVh 0,0 9.76 0,0 0.489 0.0

合 計 イ 551.4 イ 27.5

水道及び工業用水道 □ m 1,138.0 / イ 0.251 0。 3
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 1,138.0 / イ 0.439 0.5

イ合 計 イ
∪ 0.8

口



4

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の地球 対策の日標

6

その他対策重点対策

紺策番号 対策名対策番号 対策名

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

組 織 体 制 の整 備

自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

運 用 対 策

設備保守対策

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■目 標 の 有 無I□ I有 征
小

I%ランク C02削減率 (前年度,い

k“C02/m2 C02排出量 (総量)

特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

マーク区分

出量 (延床面積当たり)

(日 A列4番 )



の

事 業 所 等 の 名 称 松原ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 41 2

事 業 所 等 の 所 在 地

T 1 5 6 010 4 3 区 市 町 村 名 世田谷区

町 名 番 地

以    下 松原三丁目40番 10号

事業所等の延床面積 404.69 2
m

の
□ 1年度分  ■ 1

エ ル ギ ー

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による豪境価イ直の不可用

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

2019年 6月 1日 付資産譲渡により報告対象

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二 炭 量 1 の

3 の内

※ 1 用 の 下 へ の に 9 出 ′よ、

⑩=(⑥/1,000)×③とするc
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜聞不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0259 7 kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) 14 t

水道及び工業用水逼の使用並びに公共下水道へのワF水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

9
0 t

二酸化炭素
υF 出 量

総 計 (④=②+③ ) 14 t

二鍛化灰素
排出原単位

34.5
燃料等の便用に伴い排出される三賊化炭素の廷床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量 係数

⑦ ⑥=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ)
りF出

係数
⑨

排 出量
本1

(t)

⑩=①×③×44/12

都市ガス □ Nm3 6,267.8 45,00 282.1 0.014 14.1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

□ kWh 346.0 9.97 3.4 0.489 0.2一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。)

電

気

昼間 (8時～22時 )

夜‖J(22Hキ ～覗 日8時 ) □ kWh 0,0 9.28 0.0 0.489 0.0

□ klVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

5条の17第3項の場合のみな kWh 0.0 9,76 0.0 0.489 0,0

合 計 285.5/ イ 14.2

/水道及び工業用水道 □ m3 614.0 0.251 0.2

/

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 614.0 イ 0.439 0.3

合 計 イ イ 0.4

日 A列 4番 )



4 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の 目

6

その他対策重点対策

対策名対策番号 対策名 対策番号

テナントヘの温暖化対策協力依頼

組 織 体 制 の整 備

A404

B101

B105の
握

等

把
一
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握 自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較

運 用 対 策

空調フィアレターの清掃・点検

設備保守対策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

□ 有 ■ 征目 標 の 有 無

ベンチマーク区分 ランク C02削減率 (前年度ケヒ)
iO/O

C02排出量 (延床面積当たり) kg~C02/m2 C02排出量 (総量)

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択)

(日 本産業規格A列4番 )



2

事 業 所 等 の 名 称 江東第ニビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 413

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1. 3 5 0 0 0 3 区 市 町 村 名

江二丁目4番 2号
町 名 番 地
以    下

事業所等の延床 面積 1,832.71 2
m
争 栗 F)T等 の 英 傾 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

6 9 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入   □ 証書による秦境価値の利用

2019年 6月 1日 付資産譲渡により報告対象

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業所等の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度

3 の

※ 1 の に へ の に 9 イま

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①三(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(① /電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000① =(⑫/1,000)×③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.025働
(l)

46 kl

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
12D

88 t

水道及び工莱用水道の便用並びに公共 卜水と百へのつF水に

伴ってつF出される二酸化炭素の量 (⑥=⑪ )

(3,

1 t
二酸化炭素
排 出 量

総 計 (④=②十③)
⑭

89 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面ボ責)

48.0
e5)

kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の側
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(GJ)

①=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
③

排出量
本1

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 19,490,7 45,00 877.1 0.014 43.7

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0,0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWVh 69,419,0 9.97 692.1 0.489 33.9一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌‖8「寺) □ kVVh 23,110.0 9,28 214.5 0。 489 11.3

電

気

その他の買電 (た、夜岡不明の場合を含む。) □ kWVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※2 kVVh 0,0∪ 9.76 0.0 0.489 0.0

イ合 計 1,783.6哩

イ 89,0
llD′

/水道及び工業用水道 □
3
m 1,849.0 0。 251 0.5

/
そ
の
仙 公共下水道 □

3
m 1,849.0 0.439 0.8

ア合 計 1.3
(10,

日



重′点対策 その他対策

姑策番号 対策名紺策番号 対策名

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

組 織 体 制 の整 備

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

エネルギー使用量の前年度比較
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

B105

運 用 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備保守対策

D105 換気フィルターの清掃・点検

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

4地球 の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の 目標

6

目 標 の 有 無I□ I有 ■ I無

I%Iラ
ンク C02削減率 (前年度歩ヒ)

卜g C02/m2 C02排出量 (総量)目標値等 (選択)

他

―ク区分

量 (延床面積当たり)

特記事項に内容を記載

(日本産業規格A列 4番 )



その2

地球温暖化対策報告書 (その2)

1事業 の概要

2原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2019年度

3

1 の へ の

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(① /電気のその他の寅電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

は 、

事 業 所 等 の 名 称 豊洲ビル

A 0 6 4 5 0 0 4 4事 業 所 番 号

区 市 町 村 名T 3 51 01 0 611

洲 6-4-26町 名 番
以

事 業 所 等 の 所 在 地

事業所等の延床 面積 12,761.41 2
m
事 莱 FジT等 の 冥 績 写 反 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

■ 自己所有   □ 他者所有所 有 形 態

報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
所務

場

事

工

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

16   9   1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号
再 生 可 能 エ ネル ギー

の  利  用  状  況
再生可能エネルギー

発電設備の設置
□ 低炭素電力の受入    □ 証書による環境価イ直の不1用

2019年4月 1日 付資産譲渡により報告対象
前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
∪

76 kl

145
⑫

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ ) t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )

c3)

1 t
二酸化炭素
υF 出 量

総 計 (④=②+③ ) 146
∪

t

11,3
二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た

りの量 (⑤二②×1000/事業所等の延床面積)
kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

③

使用量

⑦

係数

⑥=(⑥/1000)× 〇

熱量

(GJ)
りF出
係数
③

排 出量
本1

(t)

⑩=①×③X44/12

都市ガス □ Nm3 5,321.0 45,00 239.4 0.014 11.9

その他 (LPG) □ kg 0.0 50,80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 (冷水) □ MJ 713.9 1.36 1.0 0.060 0.0

燃
料

及
び
熱
その他 (温水 ) □ MJ 487.2 1.36 0,7 0.060 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kヽAFh 273,075.0 9.97 2,722.6 0.489 133.5一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22時～V日 8時 ) □ kWh 0,0 9,28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (た卜夜問不1月の場合を含む。) □ kWh 0.0 9,76 0.0 0.489 0,0

の 1 3 kWVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0,0

合 計 / 2,963.6 イ 145.5

水道及び工業用水道 □ m 2,725,2 / イ 0.251 0.7
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 2,725.2 / イ 0.439 1.2

合 計 / イ 1,9

(日 本産業規格



の

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5提出年度の の目標

6特記事項

重点対策 その他対策

対策名 封策番号 対策名対策番号

組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化姑策協力依頼 A401

A406

テナント1こエネルギー使用量提供

使用量に応じた料金体系等の採用

B105 エネルギー使用量の前年度比較
の
握

等

把
一　
の

ギ

況
ル
状

ネ

用
工
使

B106 過去のデータによる傾向の把握

C101

C109

Cl17

C810

空室・不在時等のこまめな消灯

空室・不在時等の空調停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

便座ヒーター等温度の季節別設定

運 用 対 策

ランプ等の定期的な清掃。交換 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備保守対策

D101

E101

E105

E126

E103

E109

高効率照明器具の採用 (屋内)

空調の冷温水配管の保温の実施

高効率照明ランプの採用 (屋内)

照明用人感センサの採用

窓際照明の連続調光制御

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

設備導入対策

■ 征
小

目 標 の 有 無 □ I有

Iランク   IC02削 減率帥年度,D Iγ
Oベンチマーク区分

lkg C02/m21c02排 出量 (総量)C02排出量 l廷正床面積当たり)目標値等 (選択)

その他 特記事項に内容を記載

日 4番 )


